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第１章 組織及び運営 

 

 

 本委員会は、地方公務員法第７条第２項を根拠に特別区人事委員会設置条例(昭和53年特別区人事・厚 

生事務組合条例第10号)により、昭和53年４月１日に設置されたものである。 

 23特別区が、一部事務組合方式により連合して設置したことから、その組織及び運営については次のよ

うな特徴がある。 

 (1) 本委員会は、それぞれの特別区の共同機関としての性格を有し、その行為の効果はそれぞれの特別

区に帰属する。(2) 人事委員会の権限に属する事務の管理及び執行に関する法令、条例、規則、その他の

規定の適用について、本委員会は、それぞれの特別区の機関とみなす。(3) 本委員会に関する財務事務及

び監査処理は、特別区人事・厚生事務組合が処理する。(4) 本委員会の委員は、特別区人事・厚生事務組

合の管理者がその議会の同意を得て選任し、委員の身分の取扱いについては、特別区人事・厚生事務組合

の職員とみなす。(5) 本委員会の事務を補助する職員は、特別区人事・厚生事務組合の職員をもって充て

る。(6) 本委員会の権限に属する事務の執行に関する監査請求（地方自治法第75条）はできないが、住民

監査請求（同法第242条）については、特別区人事・厚生事務組合に対して行うことができる。 

 

Ⅰ 人事委員会 

  １ 委 員 

     本委員会の委員はすべて非常勤であり、委員の状況は次のとおりである。 

令和5年4月1日現在 

  職   名     氏   名 任   期 

（委員就任年月日） 

備  考 

   委 員 長    中 山 弘 子    令和２年４月１日から 

   令和６年３月31日まで 

   （平成28年4月１日） 

 前：新 宿 区 長 

   委   員 

 （職務代理者） 

   山 野 岳 義    令和４年４月１日から 

   令和８年３月31日まで 

   （平成30年4月１日） 

元：人事院事務総長 

   委   員    鈴 木   勝    令和３年４月１日から 

   令和７年３月31日まで 

   （令和３年４月１日） 

前：目黒区副区長 

※前職は就任当時のもの 
 

 ２ 会 議 

  人事委員会の会議は、「特別区人事委員会議事規則(昭和53年特別区人事委員会事務規則第１号)」に

 よって運営され、定例会と臨時会に分かれている。                       

  定例会は、原則として毎月第１、第３及び第５火曜日に東京区政会館内において開催する。 

また、臨時会は、委員長が、必要があると認めたとき又は委員の請求があったときに委員長が招集し、

同所において開催する。 
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⑴  会議開催状況 
 

    (議案内訳) 

  ⑵  付議議案等 

年 月 日 議     案     等 

5. 4.11 

第1回 

Ⅰ 議  案 

１  令和５年度労働基準監督事務の職権行使に関する基本方針等について 

２  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験（技術区分）の追加実施について 

３  令和５年度管理職選考（基本計画）の変更について 

Ⅱ 報  告 

１  令和４年度労働基準監督事務の職権行使結果について 

２  公平審査事案等の係属状況について【特定案件】 

5. 4.24 

第2回 

Ⅰ 議  案 

１  平成３０年（不）第９号（戒告処分取消請求事案）の裁決について【特定案件】 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験等の申込状況について 

２  令和５年職種別民間給与実態調査の実施について 

5. 5.16 

第3回 

Ⅰ 議  案 

１  一般職の任期付職員の任期の更新の承認について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験等の第１次試験実施状況について 

5. 5.25 

第4回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例」等の一部改正に伴う意見聴取等の

処理及び処理方針について 

5. 6. 7 

第5回 

Ⅰ 議  案 

１  令和５年（不）第２号の裁決について【特定案件】 

２  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

３  「職員の育児休業等に関する条例」等の一部改正に伴う意見聴取等の処理及び処理

方針について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度管理職選考の申込状況について【特定案件】 

２  令和５年給与勧告に対する特区連要請（第２回）について 

  開催回数   定 例 会   臨 時 会 
 

  議案件数   議  案   報 告 等 
 

   ２８ 回   ２８回      ０  回 １１６件     ７６件     ４０件 

試 験 ・ 選 考 関 係                          ５９  件  労働基準監督関係                            ２  件 
 

 給与等勤務条件関係        ３５  件  そ   の   他         ４  件 

 公平審査・職員団体関係        １６  件 合       計      １１６  件 



 

- 3 - 

 

5. 6.19 

第6回 

Ⅰ 議  案 

１  管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について 

２  特別区人事・厚生事務組合に公平委員会事務を委託した地方公共団体の管理職員等

の範囲を定める規則の一部改正について 

３  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験等の第１次試験合格者の決定について【特定案

件】 

４  「職員の採用・昇任等に関する一般基準」の改正について 

５  「令和５年度特別区職員採用試験等の実施について（実施計画）」の一部改正につ

いて 

６  令和５年度特別区職員経験者採用試験・選考の実施日程の追加について 

７  一般職の任期付職員の任期の更新の承認について 

８  職員の採用選考及び給料決定の承認について 

5. 7. 4 

第7回 

 

Ⅰ 議  案 

１  行政専門職の採用に係る専門職二次選考及び給料決定の承認について 

２  一般職の任期付職員の任期の更新の承認について 

Ⅱ 報  告 

１  令和４年度特別区職員選考（権限委任分）の実施結果について 

5. 7.24 

第8回 

Ⅰ 議  案 

１  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験［土木造園（土木）、土木造園（造園）、建

築、機械、電気］等の最終合格基準の決定及びこれに基づく採用候補者名簿の確定に

ついて【特定案件】 

２  「職員の高齢者部分休業に関する条例施行規則」の制定に伴う承認申請の処理及び

処理方針について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年（不）第３号（減給処分取消請求事案）の受理について【特定案件】 

5. 8. 1 

第9回 

 

Ⅰ 議  案 

１  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験［事務、福祉、心理、衛生監視（衛生）、衛生

監視（化学）、保健師］等の最終合格基準の決定及びこれに基づく採用候補者名簿の

確定について【特定案件】 

Ⅱ 報  告 

１  職員の公益的法人等への派遣等に関する状況報告について（令和５年４月１日現

在） 

２  令和４年度職員の外国の機関等への派遣状況報告について 

３  昇給実施状況の報告について（令和５年４月１日現在） 

４  人事委員会で議決された議案に定める処理方針等に基づき局長決定事案（給与関係

等）として令和４年度に処理した案件について 

5. 8.16 

第10回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則」の一部改正に伴う承認申

請の処理及び処理方針について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度特別区職員Ⅲ類採用試験、経験者採用試験・選考、障害者を対象とする

採用選考及び就職氷河期世代を対象とする採用試験の申込状況について 

２  令和５年度管理職選考種別Ⅱ類の実施結果について【特定案件】 

３  令和５年特別区職員給与等実態調査結果 

４  人事院勧告について 

５  特別区副区長会からの要請について 
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5. 8.25 

第11回 

Ⅰ 議  案 

１  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験（秋試験）の申込状況について 

２  令和５年職種別民間給与実態調査結果【特定案件】 

３  特殊勤務手当に関する報告について（令和5年5月31日現在） 

5. 8.30 

第12回 

Ⅰ 議  案 

１  管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度管理職選考の実施状況について【特定案件】 

２  令和５年給与勧告に対する特区連要請（第３回）について 

5. 9. 7 

第13回 

Ⅰ 報  告 

１  令和５年特別区職員給与等実態調査結果（会計年度任用職員） 

5. 9.15 

第14回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則」の一部改正に伴う承認申

請の処理及び処理方針について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験（秋試験）、Ⅲ類採用試験、経験者採用試験・

選考、障害者を対象とする採用選考及び就職氷河期世代を対象とする採用試験の実施

状況について 

２  令和５年給与勧告に対する特区連要請（第４回）及び東京清掃労組要請について 

5. 9.22 

第15回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の定年等に関する条例施行規則の一部を改正する規則の規定に基づく承認申

請の様式等について（通知）」の改正について 

２  令和５年度管理職選考口頭試問進出者の決定について【特定案件】 

３  令和５年給与勧告について【特定案件】 

5.10. 6 

第16回 

Ⅰ 議  案  

１  裁決取消等請求事件に係る訴えの提起及び処理方針について【特定案件】 

２  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験（秋試験）の第１次試験合格者の決定について

【特定案件】 

３  令和５年度障害者を対象とする特別区職員採用選考の第１次選考合格者の決定につ

いて【特定案件】 

４  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

5.10.17 

第17回 

Ⅰ 議  案 

１  令和５年度特別区職員Ⅲ類採用試験等の第１次試験合格者の決定について【特定案

件】 

２  令和５年度特別区職員経験者採用試験・選考の第１次試験・選考合格者の決定につ

いて【特定案件】 

３  令和５年度就職氷河期世代を対象とする特別区職員採用試験の第１次試験合格者の

決定について【特定案件】 

5.10.24 

第18回 

Ⅰ 議  案 

１  令和３年（不）第３号（懲戒免職処分取消請求事案）の裁決について【特定案件】 

２  令和５年度管理職選考における合格者の決定について【特定案件】 

３  令和５年度管理職選考択一・短答式問題受験の免除者の決定について【特定案件】 
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5.11.14 

第19回 

Ⅰ 議  案 

１  令和３年（不）第３号（懲戒免職処分取消請求事案）の裁決について【特定案件】 

２  令和５年度特別区職員Ⅰ類採用試験（秋試験）の最終合格基準の決定及びこれに基

づく採用候補者名簿の確定について【特定案件】 

３  令和５年度特別区職員Ⅲ類採用試験の最終合格基準の決定及びこれに基づく採用候

補者名簿の確定について【特定案件】 

４  令和５年度特別区職員経験者採用試験・選考の最終合格基準の決定並びにこれに基

づく採用候補者名簿及び合格者名簿の確定について【特定案件】 

５  令和５年度障害者を対象とする特別区職員採用選考の最終合格基準の決定及びこれ

に基づく合格者名簿の確定について【特定案件】 

６  令和５年度就職氷河期世代を対象とする特別区職員採用試験の最終合格基準の決定

及びこれに基づく採用候補者名簿の確定について【特定案件】 

７  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

８  「職員の給与に関する条例」等の一部改正等に伴う意見聴取等の処理方針について

【特定案件】 

5.11.27 

第20回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の自己啓発等休業に関する条例」等の制定に伴う意見聴取等の処理及び処理

方針について 

２  「会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例」の一部改正に伴う意見聴取

の処理及び処理方針について 

３  「職員の給与に関する条例」等の一部改正等に伴う意見聴取等の処理方針及び人事

委員会規則の改正について 

Ⅱ 報  告 

１  政令指定都市及び都道府県における令和５年勧告の状況について 

5.12.19 

第21回 

Ⅰ 議  案 

１  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年（行）第２号（分限・懲戒処分体制等の改善及び係長への昇任・昇給を求

める行政措置要求）の受理について【特定案件】 

２  令和５年（行）第３号（２級職・フルタイムの再任用等を求める行政措置要求）の

受理について【特定案件】 

３  令和５年（行）第４号（抗がん剤等による健康被害の原因調査等を求める行政措置

要求）の受理について【特定案件】 

４  令和５年（行）第５号（懲戒処分及び人事評価の取消等を求める行政措置要求）の

受理について【特定案件】 

５  令和５年（行）第６号（介護休暇の承認等を求める行政措置要求）の受理について

【特定案件】 

6. 1.10 

第22回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の採用・昇任等に関する一般基準」の改正について 

２  令和６年度特別区職員採用試験・選考実施日程、採用試験・選考の受験資格等の改

正及び児童相談所等での経験を求める採用制度の実施期間の延長について 

 6. 1.23 

第23回 

Ⅰ 議  案 

１  令和６年能登半島地震の被害に伴う復旧作業等に従事する職員の職務専念義務の免

除等に係る意見聴取等の処理方針について 

Ⅱ 報  告 

１  裁決取消等請求事件の判決について【特定案件】 
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 6. 2. 6 

第24回 

Ⅰ 議  案 

１  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

２  一般職の任期付職員の任期の更新の承認について 

 6. 2.20 

第25回 

Ⅰ 議  案 

１  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

２  一般職の任期付職員の任期の更新の承認について 

３  職員の採用選考及び給料決定の承認について 

４  勤務延長の期限の延長の承認について 

５  行政専門職の採用に係る専門職二次選考及び給料決定の承認について 

６  「職員の特殊勤務手当に関する条例」の一部改正に伴う意見聴取の処理について 

Ⅱ 報  告 

１  ２３区合同説明会の実施結果について 

２  令和６年度特別区職員採用試験・選考の採用予定数について 

 6. 3. 1 

第26回 

Ⅰ 議  案 

１  「職員の採用・昇任等に関する一般基準」の改正について 

２  令和６年度特別区職員採用試験等の実施について（実施計画） 

３  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

４  一般職の任期付職員の任期の更新の承認について 

５  「職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則」の一部改正に伴う承認申

請の処理及び処理方針について（夏季休暇の取得期間延長） 

６  「職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則」の一部改正に伴う承認申

請の処理及び処理方針について（配偶者同行休業取得職員の代替任期付職員） 

７  令和６年度管理職選考の実施について（実施計画）【特定案件】 

Ⅱ 報  告 

１  令和６年度管理職選考の需要数について【特定案件】 

 6. 3.12 

第27回 

Ⅰ 議  案 

１  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

２  職員の採用選考及び給料決定の承認について 

３  職員の退職派遣に伴う再採用選考権限の委任等について 

Ⅱ 報  告 

１  令和５年度勤勉手当の成績率算出状況の報告について 

２  令和６年給与勧告に対する特区連要請（第１回）について 

３  令和５年（行）第６号（介護休暇の承認等を求める行政措置要求事案） 

の取下げについて【特定案件】 

 6. 3.26 

第28回 

Ⅰ 議  案 

１  職員の定年等に関する条例施行規則の改正について 

２  一般職の任期付職員の採用及び給料決定の承認について 

３  「会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則」の一部改正に伴う 

  承認申請の処理について 

４  令和２年（不）第１号（戒告処分取消請求事案）の裁決について【特定案件】 

Ⅱ 報  告 

１  令和４年度職員の外国の機関等への派遣状況報告について（追加） 

 

 

 

 



 

- 7 - 

 

⑶  令和５年度諸会議等の開催状況  

      ア 全国人事委員会連合会 

 

年 月 日 名  称 議     題     等 開催地 

5. 6.29 第１３１回 
総 会 

（議 案） 

１ 令和４年度決算について 

２ 令和５年度事業計画案及び予算案について 

３ 第１３２回総会について 

４ 第６７回公平審査事務研修会について 

５ 令和６・７年度専門部会の運営について 

（報 告） 

１ 令和４・５年度専門部会の中間報告について 

２ 第６５回公平審査事務研修会の結果報告について 

３ 第６６回公平審査事務研修会について 

４ 令和５年度理事について 

５ 「園遊会」への招待者について 

６ ブロック活動状況報告について 

東 京 都 

5.7.6 

～7 

第６６回 

公平審査 

事務研修会 

（講 演） 

「地方公務員行政の現状と課題」 

講 師 総務省自治行政局公務員部公務員課 

課長補佐  鎌倉 静香 氏 

（分科会方式による討議・研究テーマ） 

１ 心身の故障が疑われる職員に対する地公法 28 条 1 項 3 号

を適用した分限免職処分について 

２ 不妊治療に関するハラスメントによる懲戒処分について 

北 海 道 

札 幌 市 
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  イ  大都市人事委員会連絡協議会 
 

年 月 日 名  称 議     題     等 開催地 

書面開催 委員長会議 （議 題） 

１ 令和４年度大都市人事委員会連絡協議会歳入歳出決算につ

いて 

２ 令和５年度大都市人事委員会連絡協議会の会議及び職員研

修会の開催計画(案)について 

３ 令和５年度大都市人事委員会連絡協議会歳入歳出予算(案)

について 

４ 令和５年度大都市人事委員会連絡協議会の幹事人事委員会

の選出について 

５ 令和５年度大都市人事委員会連絡協議会の監査人事委員会

の選出について 

６ 令和５年度全国人事委員会連合会役員選挙に係る選考委員

の選出について 

７ 大都市人事委員会連絡協議会事務局長会議（実務者会議含

む）の開催時期について 

（その他） 

大都市労連連絡協議会からの申し入れについて 

浜 松 市 

5. 8.22 事務局長会議 （議題） 

 １ 各都市区における給与に関する報告及び勧告の課題につい 

  て 

（交換資料) 

１ 令和５年職種別民間給与実態調査の結果 

２ 職員給与実態調査及び民間給与実態調査の集計結果 

（講演） 

 『地方公務員の給与について』 

 『地方公務員をめぐる状況について』 

   講 師 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室 

       定員給与調査官 小澤 高志 氏 

（その他） 

大都市労連連絡協議会からの申し入れについて 

北九州市 

5. 11.16 職員研修会 

（給与関係）  

（研究テーマ） 

１ 職種別民間給与実態調査について 

２ 行政職給料表（俸給表）以外の給料表（俸給表）の改定手

法及び昇格時号俸（号給）対応表の作成手法について 

３ 各都市区におけるラスパイレス指数の状況等について 

（交換資料） 

 １ 令和５年民調における調査機関別分担状況について 

 ２ 期末・勤勉手当の役職加算率及び退職手当の調整額について 

 ３ 再任用職員の処遇について 

 ４ 職員給与実態調査における学歴別表記について 

千 葉 市 

5. 11.28 課長会議 （議題） 

１ 令和５年職員の給与等に関する報告及び勧告について 

２ 人事評価制度の運用状況等について 

（交換資料） 

 １ 令和５年職種別民間給与実態調査の層化基準表について 

 ２ 令和５年比較対応について 

（その他） 

大都市労連連絡協議会からの申し入れについて 

京 都 市 
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書面開催 課長会議 （議 題） 

１ 昇任試験における基準点について 

２ 面接委員の技術向上の取組について 

３ 障害のある人を対象とした職員採用選考について 

４ 受験資格にかかる欠格条項について 

新 潟 市 

書面開催 

 

職員研修会 

（公 平） 

（意見交換議題） 

１ 解雇予告除外認定の事例について 

２ 解雇予告除外認定について 

３ 労働基準監督機関としての臨時的な事業場調査について 

４ 不利益処分に対する審査請求の口頭審理に係る取扱い等に

ついて 

広 島 市 

6. 2.2 

 

職員研修会 

（任 用） 

（議 題） 

１ 適性検査（SPI を含む）及び集団討論等の活用について 

２ 採用試験（選考）における人物評価の方法について 

３ 昇任における人事委員会の関与について 

４ 合格通知及び面接カードのオンライン化について 

（交換資料） 

１ 令和５年度職員採用試験（選考）実施状況について 

２ 令和５年度職員採用試験の受験資格及び変更点について 

３ 令和５年度係長職昇任試験の実施状況等について 

４ 障がい者選考における年齢要件について 

５ 任期付職員の採用について 

６ 職種における資格加点について 

７ ビデオ面接等の導入について 

８ 広報等における体制について 

９ 昇任試験制度の見直し状況について 

10 異なる実施時期の試験の併願について 

11 夏季（６月から９月）の採用広報事業・大学訪問について 

 12 採用広報手法について 

 13 職務経験者採用試験の年齢構成について 

 14 採用試験関係事務の見直し等について 

 15 デジタル人材の確保について 

 16 消防吏員採用試験に係る身体検査の実施方法について 

 17 保育士採用選考に係る実技試験・体力検査の実施方法につ

いて 

 18 最終合格者の辞退防止に関する取組について 

 19 日本人事試験研究センター提供 職務基礎力試験 BEST に

ついて 

仙 台 市 
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３ 令和５年度予算額 

    令和５年度当初予算額   271,985千円（人件費を除く。）  （単位：千円） 

科   目 令和５年度当初予算額 令和４年度当初予算額 事 業 内 容 

管 理 費 27,245 27,205 
 委員会開催 

 事務局庶務等 

試験選考費 223,040 223,818 
 Ⅰ類、Ⅲ類、経験者採用試験 

 管理職選考、障害者選考 

労基監督費          977          843 
 安全衛生調査検査 

 定期監督 

公平審査費       1,463       1,585  公平審査等 

給与調査費       19,260       14,564 
 民間給与実態調査 

 職員給与等実態調査等 

計       271,985       268,015  

 

Ⅱ 事 務 局     

 １ 事務局組織                                      (令和5年4月1日現在） 

   職員数４５名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(2)

(9)

(2)

(1)

(5）

(3)

(0)

(6)

(1)

(任用課）

庶　務

監　理公平課長

任用課長

(公平課）

公平審査

採用係

審査担当課長
公平課長兼務

参　事

事務局長 事務局次長

試験制度改革
担当課長

試験研究担当課長兼務

(2)

(1)

(2)

主　査

試験研究
担当課長

試験研究室長
事務取扱参事

（試験研究室）

調　査

制　度

給与課長

(給与課）

企画選考係
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２ 事 務 分 掌 

 

  ＜公平課＞ 

      (１) 委員会議に関すること。 

      (２) 委員会議事録の作成及び保管に関すること。 

      (３) 事務局職員の人事及び給与に関すること。 

      (４) 公印に関すること。 

      (５) 公文書類の収受、配布、審査、保存等に関すること。 

      (６) 情報公開に係る連絡調整等に関すること。 

      (７) 個人情報の保護に係る連絡調整等に関すること。 

      (８) 予算、決算及び会計に関すること。       

(９) 財産及び物品の調達、管理に関すること。 

      (10) 職員の給与、勤務時間その他勤務条件に関する措置の要求の審査に関すること。 

      (11) 職員に対する不利益処分に関する審査請求の審査に関すること。 

(12) 学校医等の公務災害補償の審査に関すること。 

(13) 退職手当支給制限等の処分に係る諮問に関すること。 

(14) 職員団体の登録に関すること。 

      (15) 職員団体等に対する法人格の付与に関すること。 

    (16) 管理職員等の範囲に関すること。 

      (17) 職員からの苦情相談に関すること。 

      (18) 職員の勤務条件に関する労働基準法、労働安全衛生法及び船員法の規定の施行に関するこ

と。 

(19) 適用事業場の号別決定に関すること。 

(20) 職員の退職管理に関すること。 

(21) 委託を受けた団体の公平委員会の事務に関すること。 

(22) 他の課及び室に属しないこと。 

 

   ＜任用課＞ 

     採用係 

      (１) 競争試験及び選考(企画選考係に属するものを除く。)に関すること。 

      (２) 採用候補者名簿の作成及びその提示に関すること。 

      (３) 課内の他の係に属しないこと。 

     企画選考係 

      (１) 職員の採用、昇任等任用方法についての一般的基準に関すること。 

      (２) 選考に関すること。 

      (３) 条件付採用及び臨時的任用に関すること。 

      (４) 人事評価の実施に係る勧告に関すること。 

      (５) 職員の研修に関する計画の立案及びその勧告に関すること。 

      (６) 昇任候補者名簿の作成及びその提示に関すること。 

     (７) 他の課及び室に属しない人事制度の調査研究等に関すること。 
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＜給与課＞ 

      (１) 給料表の適否についての報告及び勧告に関すること。 

      (２) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件及び厚生福利制度その他の職員に関する制度につ

いての調査研究に関すること。 

      (３) 職員に関する条例の制定又は改廃についての意見の申出に関すること。 

      (４) 職員に対する給与の支払監理に関すること。       

 

   ＜試験研究室＞ 

      (１) 試験問題に関すること。 

      (２) 競争試験及び選考の能力判定基準等の調査研究に関すること。 
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特別区職員Ⅰ類採用試験【春試験】（全試験区分）採用予定数と申込者数・受験者数の年度推移

採用予定数 申込者数 受験者数

第２章 任用関係事務 

Ⅰ 採用試験等 

  人事委員会を置く地方公共団体において、任命権者が職員を採用する場合、原則として競争試験に

よるものとしている（地方公務員法第１７条の２第１項）。 

  本委員会が、この規定に基づき実施した令和５年度特別区職員採用試験・選考の実施概要は、次の

とおりである。 

１ 令和５年度の特徴 

 Ⅰ類採用試験【春試験】は、申込者数 10,179 名（前年度比約 7.3％減）、受験者数 9,164 名（前年

度比約 7.1％減）、受験率 90.0％（前年度比 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ増）となり、前年度に比べ申込者数、受験者数

ともに減少した。令和５年度より、土木造園（土木）及び建築の試験区分において、秋に追加で試験

を実施するⅠ類採用試験【秋試験】を導入し、申込者数 91名、受験者数 64 名、受験率 70.3％の結果

となった。 

 Ⅲ類採用試験は、申込者数 2,398 名（前年度比約 20.0％減）、受験者数 2,058 名（前年度比約 19.6％

減）、受験率 85.8%（前年度比 0.3 ﾎﾟｲﾝﾄ増）で、前年度に比べ申込者数、受験者数ともに大幅に減少

した。 

経験者採用試験・選考は、申込者数 3,153 名（前年度比約 1.0％増）、受験者数 2,380 名（前年度比

約 1.3％増）、受験率 75.5％（前年度比 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ増）で、前年度に比べ申込者数、受験者数ともに増

加した。 

障害者を対象とする採用選考は、申込者数 553 名（前年度比約 251.4％増）、受験者数 406 名（前年

度比約 240.2％増）、受験率 73.4%（前年度比 3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ減）となり、令和５年度より受験上限年齢を引

上げたことから、前年度に比べ申込者数、受験者数ともに大幅に増加した。 

就職氷河期世代を対象とする採用試験・選考は、申込者数 996 名（前年度比約 12.3％減）、受験者

数 720 名（前年度比約 15.8％減）、受験率 72.3%（前年度比 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ減）となり、前年度に比べ申込

者数、受験者数ともに減少した。 

＜参考＞                                 （単位：名)  
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２ 採用試験等の日程（令和５年度） 
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特別区職員Ⅲ類採用試験（事務）採用予定数と申込者数・受験者数の年度推移

年度

告　　　示 ３月１７日（金） ７月２７日（木） ６月２２日（木） ６月２２日（木） ６月２２日（木） ６月２２日（木）

申込受付
　３月１7日（金）～

４月３日（月）
７月２７日（木）～
８月１０日（木）

  ６月２２日（木）～
７月１３日（木）

  ６月２２日（木）～
７月１３日（木）

  ６月２２日（木）～
７月１３日（木）
※郵送申込は

７月１２日（水）消印有効

  ６月２２日（木）～
７月１３日（木）

１次試験・選考 ４月３０日（日） ９月１０日（日） 　９月１０日（日） 　９月３日（日） 　９月１０日（日） 　９月３日（日）

１次合格発表 ６月２３日（金） １０月１１日（水） １０月２０日（金） １０月２０日（金） １０月１１日（水） １０月２０日（金）

２次試験・選考
　７月９日（日）～
７月１９日（水）

１０月２２日（日）
１１月２日（木）
１１月６日（月）

１０月２８日（土）
１０月２９日（日）
１１月３日（金）
１１月４日（土）
１１月５日（日）

１０月３０日（月）
１０月３１日（火）
１１月１日（水）

１１月３日（金）

最終合格発表
７月２６日（水）（技術系）

８月３日（木）（技術系以外）
１１月１７日（金） １１月１７日（金） １１月１７日（金） １１月１７日（金） １１月１７日（金）

※技術系・・・土木造園（土木）・土木造園（造園）・建築・機械・電気

項　　　目
Ⅰ類採用試験

【春試験】

Ⅰ類採用試験
【秋試験】

（土木造園（土木）・建築）

Ⅲ類採用試験
 経験者

採用試験・選考
 障害者を

 対象とする採用選考
就職氷河期世代を

 対象とする採用試験
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３ 受験資格（令和５年度） 

Ⅰ類採用試験 

職種(試験区分) 
国籍 

要件 
年齢 経歴・資格・免許 その他 

事務(一般事務) 

有 
22歳以上 

32歳未満 

 

・活字印刷文による出題に

対応できる人（ただし、事務

（一般事務）については点

字による出題に対応できる

人も受験できる。） 

 

・22歳未満の者で学校教育

法に基づく大学（短期大学

を除く。）を卒業した人、又

は、これと同等の資格があ

ると人事委員会が認める人 

土木造園(土木) 

土木造園(造園) 

建 築 

機 械 

電 気 

福 祉 

無 

22歳以上 

30歳未満 

社会福祉士、児童指導員 

又は保育士 

心 理 40歳未満 
心理学科を卒業した人 

又はこれに相当する人 

衛生監視(衛生) 

有 
22歳以上 

30歳未満 

食品衛生監視員及び 

環境衛生監視員 

衛生監視(化学) 
 

 

保健師 無 
22歳以上 

40歳未満 
保健師 

(注) 試験区分「福祉」における受験資格の「経歴・資格・免許」のうち「保育士」については、保育士となる資格を 

有し、都道府県知事の登録を受けている人 

 

  Ⅲ類採用試験 

職種(試験区分) 
国籍 

要件 
年齢 その他 

事務(一般事務) 有 
18歳以上 

22歳未満 
活字印刷文又は点字による出題に対応できる人 

   

経験者採用試験・選考 

採用区分 
職種 

（試験・選考区分） 

国籍  

要件 
年齢 経歴・資格・免許 その他 

１
級
職 

事務(一般事務) 

有 

61 歳未満  

民 間 企業 等
で の 業務 従
事 歴 が４ 年
以上ある人 
（児童福祉・
児童指導・児
童 心 理に つ
いては、上記
の う ち児 童
相 談 所等 で
の 業 務従 事
歴 が ２年 以
上ある人） 

  

活字印刷文によ

る出題に対応で

きる人（ただし、

事務（一般事務）

については点字

による出題に対

応できる人も受

験できる。） 

事務(Ｉ Ｃ Ｔ) 

当該職種に関連す
る業務に従事（た
だし、福祉・児童福
祉・児童指導につ
いては社会福祉
士、児童指導員又
は保育士の資格を
有していること。 
児童心理は心理学
科を卒業した人又
はこれに相当する
人） 

土木造園(土木) 

建 築 

機 械 

電 気 

福 祉 

無 
児童福祉 

児童指導 

児童心理 

  

  



- 16 - 

 

 

□
主
任
□ 

２
級
職 

事務(一般事務) 

有 

61 歳未満 

民 間 企業 等
で の 業務 従
事 歴 が８ 年
以上ある人 
（児童福祉・
児童指導・児
童 心 理に つ
いては、上記
の う ち児 童
相 談 所等 で
の 業 務従 事
歴 が ３年 以
上ある人） 

  

活字印刷文によ

る出題に対応で

きる人（ただ

し、事務（一般

事務）について

は点字による出

題に対応できる

人も受験でき

る。） 

事務(Ｉ Ｃ Ｔ) 
当該職種に関連す
る業務に従事（た
だし、福祉・児童
福祉・児童指導に
ついては社会福祉
士、児童指導員又
は保育士の資格を
有していること。 
児童心理は心理学
科を卒業した人又
はこれに相当する
人） 

土木造園(土木) 

建 築 

福 祉 

無 
児童福祉 

児童指導 

児童心理 

□
係
長
級
□ 

３
級
職 

事務(Ｉ Ｃ Ｔ) 有 
民 間 企業 等
で の 業務 従
事歴が 12 年
以上ある人 
（児童福祉・
児童指導・児
童 心 理に つ
いては、上記
の う ち児 童
相 談 所等 で
の 業 務従 事
歴 が ５年 以
上ある人） 

当該職種に関連す
る業務に従事（た
だし、児童福祉・
児童指導について
は社会福祉士、児
童指導員又は保育
士の資格を有して
いること。児童心
理は心理学科を卒
業した人又はこれ
に相当する人） 

児童福祉 

無 児童指導 

児童心理 

 
(注１) 試験・選考区分「福祉」「児童福祉」「児童指導」における受験資格の「資格・免許」のうち「保育士」につ

いては、保育士となる資格を有し、都道府県知事の登録を受けている人 

  （注２） 「福祉」における当該職種に関連した業務従事歴とは、社会福祉施設等での相談援助業務に従事した期間

を指す。 

  （注３） 児童相談所等での業務従事歴は下記のとおり。 

 

障害者を対象とする採用選考（Ⅲ類） 

職種(選考区分) 
国籍 

要件 
年齢 その他 

事務(一般事務) 有 
18歳以上 

61歳未満 

・身体障害者手帳等の交付を受けている人※ 

・活字印刷文又は点字による出題に対応できる人 

※ 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のうちいずれかの交付を受けている人又は児童相談所等

により知的障害者であると判定された人 

 

就職氷河期世代を対象とする採用試験 

職種(選考区分) 
国籍 

要件 
年齢 その他 

事務(一般事務) 有 
昭和45年４月２日から 

昭和61年４月１日までに生まれた者 

・活字印刷文又は点字による出題に

対応できる人 

 

職種 

（試験・選考区分） 
児童相談所等での業務従事歴 

児童福祉 
児童相談所（一時保護所を含む。）又は児童福祉施設における業務経験（相談援助

業務経験） 

児童指導 
児童相談所の一時保護所、児童養護施設又は児童自立支援施設における業務経験

（直接処遇業務） 

児童心理 
児童相談所（一時保護所を含む。）等の福祉、医療、司法又は教育に関する機関や

施設における業務経験（心理判定、心理療法又はカウンセリングの業務経験） 
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４ 実施状況（令和５年度）                      （注）（ ）内は前年度 

 

A （名） B（名） C（名） C/B（％） D（名） C/D（倍） E（名） E/D（％） F（名） C/F（倍）

1,181 8,541 7,668 89.8 5,955 1.3 4,595 77.2 3,013 2.5 
(983) (9,374) (8,417) (89.8) (4,246) (2.0) (3,312) (78.0) (2,308) (3.6)

94 196 186 94.9 174 1.1 120 69.0 105 1.8 
(64) (151) (135) (89.4) (116) (1.2) (91) (78.4) (82) (1.6)
25 66 60 90.9 57 1.1 46 80.7 39 1.5 

(17) (52) (45) (86.5) (42) (1.1) (36) (85.7) (32) (1.4)
101 123 116 94.3 110 1.1 89 80.9 83 1.4 
(62) (81) (75) (92.6) (72) (1.0) (62) (86.1) (55) (1.4)
18 45 41 91.1 41 1.0 30 73.2 24 1.7 

(15) (54) (49) (90.7) (43) (1.1) (35) (81.4) (31) (1.6)
22 59 48 81.4 48 1.0 41 85.4 33 1.5 

(19) (72) (56) (77.8) (49) (1.1) (39) (79.6) (32) (1.8)
141 453 421 92.9 376 1.1 333 88.6 256 1.6 

(125) (445) (411) (92.4) (356) (1.2) (314) (88.2) (229) (1.8)
20 177 147 83.1 110 1.3 96 87.3 45 3.3 

(21) (169) (137) (81.1) (100) (1.4) (89) (89.0) (44) (3.1)
39 117 111 94.9 94 1.2 85 90.4 61 1.8 

(34) (135) (128) (94.8) (111) (1.2) (99) (89.2) (74) (1.7)
5 40 32 80.0 29 1.1 20 69.0 10 3.2 

(5) (41) (38) (92.7) (32) (1.2) (24) (75.0) (10) (3.8)
105 362 334 92.3 298 1.1 277 93.0 213 1.6 

(109) (401) (370) (92.3) (313) (1.2) (289) (92.3) (207) (1.8)
1,751 10,179 9,164 90.0 7,292 1.3 5,732 78.6 3,882 2.4 

(1,454) (10,975) (9,861) (89.8) (5,480) (1.8) (4,390) (80.1) (3,104) (3.2)
30 54 36 66.7 30 1.2 27 90.0 22 1.6 

- - - - - - - - - -
33 37 28 75.7 26 1.1 24 92.3 20 1.4 

- - - - - - - - - -
63 91 64 70.3 56 1.1 51 91.1 42 1.5 

- - - - - - - - - -
156 2,398 2,058 85.8 1,039 2.0 732 70.5 482 4.3 

(136) (2,995) (2,561) (85.5) (937) (2.7) (702) (74.9) (435) (5.9)
84 553 406 73.4 244 1.7 224 91.8 88 4.6 

(76) (220) (169) (76.8) (162) (1.0) (152) (93.8) (72) (2.3)
207 1,516 1,146 75.6 561 2.0 524 93.4 289 4.0 

(143) (1,702) (1,287) (75.6) (436) (3.0) (424) (97.2) (215) (6.0)
23 48 41 85.4 33 1.2 30 90.9 22 1.9 

- - - - - - - - - -
27 50 41 82.0 41 1.0 38 92.7 30 1.4 

(16) (46) (37) (80.4) (34) (1.1) (29) (85.3) (26) (1.4)
34 37 32 86.5 27 1.2 23 85.2 20 1.6 

(14) (25) (18) (72.0) (16) (1.1) (13) (81.3) (11) (1.6)
9 41 33 80.5 26 1.3 23 88.5 11 3.0 

(10) (31) (21) (67.7) (17) (1.2) (17) (100.0) (10) (2.1)
10 34 25 73.5 24 1.0 21 87.5 14 1.8 

(10) (37) (25) (67.6) (23) (1.1) (19) (82.6) (14) (1.8)
46 63 45 71.4 38 1.2 35 92.1 31 1.5 

(21) (66) (50) (75.8) (45) (1.1) (43) (95.6) (36) (1.4)
23 39 38 97.4 38 1.0 37 97.4 29 1.3 

(15) (29) (25) (86.2) (25) (1.0) (24) (96.0) (13) (1.9)
16 16 14 87.5 14 1.0 13 92.9 12 1.2 

(11) (15) (14) (93.3) (14) (1.0) (14) (100.0) (13) (1.1)
15 34 33 97.1 33 1.0 32 97.0 21 1.6 
(8) (26) (23) (88.5) (23) (1.0) (21) (91.3) (15) (1.5)
86 1,004 720 71.7 244 3.0 225 92.2 112 6.4 

(63) (968) (695) (71.8) (220) (3.2) (211) (95.9) (88) (7.9)
19 55 45 81.8 37 1.2 37 100.0 18 2.5 

- - - - - - - - - -
11 48 40 83.3 40 1.0 35 87.5 19 2.1 
(7) (36) (28) (77.8) (26) (1.1) (23) (88.5) (12) (2.3)
17 46 29 63.0 28 1.0 24 85.7 21 1.4 

(11) (34) (26) (76.5) (22) (1.2) (20) (90.9) (18) (1.4)
28 39 26 66.7 23 1.1 23 100.0 18 1.4 

(15) (32) (30) (93.8) (29) (1.0) (28) (96.6) (17) (1.8)
17 28 25 89.3 25 1.0 21 84.0 18 1.4 

(19) (35) (34) (97.1) (34) (1.0) (34) (100.0) (20) (1.7)
10 9 9 100.0 9 1.0 9 100.0 9 1.0 
(5) (3) (3) (100.0) (3) (1.0) (3) (100.0) (3) (1.0)
16 15 14 93.3 13 1.1 13 100.0 11 1.3 

(12) (14) (12) (85.7) (12) (1.0) (11) (91.7) (10) (1.2)
4 13 7 53.8 5 1.4 4 80.0 3 2.3 
- - - - - - - - - -

8 9 9 100.0 9 1.0 7 77.8 5 1.8 
(8) (13) (12) (92.3) (12) (1.0) (10) (83.3) (7) (1.7)
2 1 1 100.0 1 1.0 1 100.0 1 1.0 

(4) (2) (2) (100.0) (2) (1.0) (1) (50.0) (1) (2.0)
7 8 7 87.5 7 1.0 7 100.0 7 1.0 

(6) (8) (8) (100.0) (8) (1.0) (8) (100.0) (5) (1.6)
635 3,153 2,380 75.5 1,276 1.9 1,182 92.6 721 3.3 

(398) (3,122) (2,350) (75.3) (1,001) (2.3) (953) (95.2) (534) (4.4)
41 996 720 72.3 206 3.5 191 92.7 54 13.3 

(34) (1,136) (855) (75.3) (164) (5.2) (161) (98.2) (53) (16.1)
2,730 17,370 14,792 85.2 10,113 1.5 8,112 80.2 5,269 2.8 

(2,098) (18,448) (15,796) (85.6) (7,744) (2.0) (6,358) (82.1) (4,198) (3.8)

就職氷河期
世代

事　　務
(一般事務)

合　　計

児童心理

（

係
長
級
）

3
級
職

事　　務
（ ＩＣＴ ）

児童福祉

児童指導

児童心理

（

主
任
）

2
級
職

事　　務
(一般事務)

事　　務
（ ＩＣＴ ）

土木造園
（　土木　）

建　　築

福　　祉

経
験
者

1
級
職

事　　務
(一般事務)

事　　務
（ ＩＣＴ ）

土木造園
（　土木　）

建    築

児童福祉

児童指導

機　　械

電　　気

福　　祉

児童福祉

児童指導

児童心理

経験者計

建　　築

秋試験計

Ⅲ類
事　　務

（一般事務）

障害者
事　　務

（一般事務）

Ⅰ
類

【

春
試
験
】

事　　務
（一般事務）

土木造園
（　土木　）

土木造園
（　造園　）

建　　築

機　　械

電　　気

福　　祉

心　　理

衛生監視
（　衛生　）

衛生監視
（　化学　）

保　健　師

春試験計

【

秋
試
験
】

土木造園
（　土木　）

倍率
区分

職種
（試験・選考区分）

採用
予定数

申込者数 受験者数 受験率 合格者数 倍 率
第２次

受験者数
受験率

最終
合格者数
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５ 採用試験ＰＲ 

 (1) 23区合同説明会 

   受験希望者等、特別区を就職先として検討している方を対象に、各区・組合の特色、魅力及び特

別区職員の職務の内容を紹介することにより、特別区への就職意欲向上を図り、より有為な人材の

確保を目指し、以下のとおり23区合同説明会を実施した。なお、令和4年度まで同日に実施していた

特別区職員技術職採用フォーラムは、23区合同説明会のコラボブースの一つとして実施した。 

   ・実施内容 

    実施日：令和6年1月14日（日） 

    会  場：立教大学 

    参加者数：3,716名 

 

 (2) 学校等主催説明会への参加 

   大学・専門学校等が主催する説明会において、職務の魅力ややりがい、特別区職員採用試験内容

等について積極的にＰＲを実施した。 

・令和５年度参加実績（延べ）94校、4,230 名 

 

 (3) 人事委員会事務局主催のオンライン説明会実施 

   人事委員会事務局が実施主体となり、オンライン説明会を企画・実施した。 

   ・令和５年度実施実績（延べ）31 回 1,840 名 
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Ⅱ 特別区職員採用試験実施に伴う内部職員に対する能力認定 

 

１ 制度の目的 

  職員の能力・資質を開発し、その活用を図るとともに職員の士気の高揚に資するため、「特別区職員

採用試験実施に伴う内部職員の能力認定」を採用試験と同時に実施している。 

  この能力認定は、採用試験を行う職種についてのみ実施しており、受験資格については採用試験よ

り若干緩和しているが、試験方法及び合格基準は採用試験と同一である。 

 

２ 受験資格（令和５年度） 

  Ⅰ 類 

職種(試験区分) 
国籍 

要件 
年齢等 経歴・資格・免許 その他 

事務(一般事務) 

有 

22歳以上32歳未満 

 

（技能系・業務系職員） 

40歳未満で、技能系・業

務系の職員として引き

続き３年以上在職する

職員 

 

・活字印刷文による

出題に対応できる人

（ただし、事務（一般

事務）については点字

による出題に対応で

きる人も受験でき

る。） 

 

・22歳未満の者で学

校教育法に基づく大

学（短期大学を除く。）

を卒業した人又はこ

れと同等の資格があ

ると人事委員会が認

める人 

土木造園(土木) 

土木造園(造園) 

建 築 

機 械 

電 気 

福 祉 

無 

22歳以上30歳未満 
社会福祉士、児童指導

員又は保育士 

心 理 40歳未満 
心理学科を卒業した人

又はこれに相当する人 

衛生監視(衛生) 

有 22歳以上30歳未満 

食品衛生監視員及び

環境衛生監視員 

衛生監視(化学)  

保健師 無 22歳以上40歳未満 保健師 

(注) 試験区分「福祉」における受験資格の「資格・免許」のうち「保育士」については、保育士となる

資格を有し、都道府県知事の登録を受けている者 

  Ⅲ 類 

職種(試験区分) 
国籍 

要件 
年齢等 その他 

事務(一般事務) 有 

18歳以上22歳未満 

 

（特例職員） 

30歳未満で大学（短期大学を除く。）を卒業して

いない事務系・福祉系・一般技術系・医療技術系

職員 

 

（技能系・業務系職員） 

30歳未満で大学（短期大学を除く。）を卒業して

いない人で、技能系・業務系の職員として引き続

き３年以上在職する職員 

活字印刷文又は点字

による出題に対応で

きる人 
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３ 実施状況（令和５年度） 

  内部職員に対する能力認定は、前記Ⅰの採用試験を行う職種について実施した。実施状況は以下の

とおりである。 

 

特別区職員能力認定実施状況 

 

 

 

受験者数
　B　(名）

受験率
B/A（％）

合格者数
　C　(名）

対象者数
　D　(名）

受験者数
　E　(名）

受験率
E/D（％）

事　　　　務
（一般事務）

49 42 85.7 15 5 5 100.0 12

土木造園
（ 土 木 ）

2 1 50.0 1 1 1 100.0 1

土木造園
（ 造 園 ）

0 - - - - - - -

建 築 1 1 100.0 0 - - - -

機 械 2 1 50.0 1 1 1 100.0 1

電 気 4 4 100.0 3 3 3 100.0 3

福 祉 9 8 88.9 5 1 1 100.0 5

心 理 0 - - - - - - -

衛生監視
（ 衛 生 ）

0 - - - - - - -

衛生監視
（ 化 学 ）

0 - - - - - - -

保 健 師 1 1 100.0 1 1 1 100.0 1

小 計 68 58 85.3 26 12 12 100.0 23

Ⅲ類
事　　　　務
（一般事務）

11 9 81.8 3 3 3 100.0 3

79 67 84.8 29 15 15 100.0 26

(注）現に任用されている職種と同一の職種に対応する試験区分を受験した者については、第２次試験を免除する。

合 計

区　　　分
申込者数

　A　(名）

第１次試験 第２次試験
合格者数

(名）

Ⅰ類
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Ⅲ 採用選考 

 任命権者が職員を採用する場合において、人事委員会規則で定める場合には、選考によることを妨げない

としている（地方公務員法第 17 条の２第１項ただし書）。 

 本委員会は、この規定に基づき、職員の競争試験及び選考に関する規則（昭和 53 年特別区人事委員会規則

第５号）を定め、特定の職について選考により採用している。 

 なお、本委員会は、地方公務員法第８条第３項及び第５項の規定に基づき、職員の競争試験及び選考の委

任に関する規則（昭和 53 年特別区人事委員会規則第６号）を定めており、この規則に基づき、選考を委任す

る職について選考基準及び方法等を定め、選考権限を任命権者に委任している。 

 

１ 令和５年度採用選考(人事委員会選考)実施状況 

○ 専門職採用選考 
     専門職採用選考は、特定の分野における専門的な職務で、専門的知識能力を有する者のつくべき職に

ついて実施するものである。選考方法としては、一次選考は任命権者に選考権限を委任（専門職審査会

を設置）しており、二次選考は本委員会が行っている。 

 合格者数 備 考 

医療専門職(医師の課長級以上) 19 人 15 区で実施 

行政専門職(法務の課長級以上) 2 人 1 区で実施 

   

 ○ ４条任期付職員採用選考 

平成 27 年度から、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（以下「一般職任期付職員

法」という。）第４条に基づく採用制度を導入している。 

４条任期付職員については、一定の期間内に終了することが見込まれる業務や一定期間内に限り業務

量の増加が見込まれる業務について、期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するため

に必要である場合に、任期を定めて採用することができるものである。現行では、１級職及び課長級以

上の職について選考を実施している。選考方法としては、一次選考は任命権者に選考権限を委任してお

り、二次選考は本委員会が行っている。 

                               

 

 

 

 

２ 令和５年度採用選考（任命権者への権限委任分）実施状況 

  採用選考については、前述の１に掲げる職以外の職に関し、任命権者に選考権限を委任している。 

なお、職務分類基準（Ⅰ）１級職への採用選考・転職選考（社会教育、心理、学芸研究、検査技術（Ⅰ

類）、栄養士（Ⅰ類））については人事委員会選考として実施していたが、任命権者からの申請に基づき、

平成 14 年度から、任命権者に選考権限を委任している。ただし、「心理」については、平成 29 年度より人

事委員会選考（競争試験）へ変更している。 

また、平成 16 年度から、地方公務員の育児休業等に関する法律（以下「育休法」という。）に基づく任

期を定めた職員の採用制度を導入している。育休法に基づく育休任期付職員の採用制度については任命権

者からの申請により採用基準の整備と選考権限の委任を行っている。 

職務の級 合格者数 備 考 

課長級以上 0 人 実施なし 

１級職（係員） 0 人 実施なし 
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○ 任期付短時間勤務職員採用選考実施状況          （単位：人） 

区分・職種 職務名 合格者数 

技 能 系 技能Ⅲ 作業Ⅱ 24  

        

 

 

 

○ １級職等への採用選考実施状況              (単位：人) 

 区   分 職   種 合格者数 

事 務 系 社 会 教 育 1 

福 祉 系 福   祉 760 

一般技術系 学 芸 研 究 5 

医療技術系 

医   師 3 

歯 科 衛 生 6 

理 学 療 法 1 

作 業 療 法 2 

栄  養  士 26 

看  護  師 59 

小   計 863 

技 能 系 

技能Ⅰ（自動車運転） 2 

技能Ⅱ(作業Ⅰ) 22 

技能Ⅲ(調理・用務) 12 

技能Ⅴ（自動車運転Ⅱ） 5 

技能Ⅵ(作業Ⅲ) 100 

小   計 141 

合   計 1,004 

 

○ 育児休業に伴う任期付職員採用選考実施状況              (単位：人) 

区   分 職   種 合格者数 

事 務 系 事   務 301 

福 祉 系 福   祉 43 

一般技術系 

電 気 1 

衛 生 監 視 1 

学 芸 研 究 1 

医療技術系 
栄 養 士 5 

保 健 師 5 

合   計 357 
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●参考 一般職任期付職員法第３条による職員採用等の状況（任命権者選考：人事委員会承認） 

 

職務の級 合格者数 備 考 

６級職（部長級） 8 8 区で実施 

５級職（課長級） 19 12 区で実施 

４級職（課長補佐） 1 1 区で実施 

３級職（係長級） 10 7 区で実施 

２級職（主任） 2 2 区で実施 

 

 〇 会計年度任用職員の取扱い 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 29 号。以下「改正法」という。）

の成立により、一般職の会計年度任用職員制度の創設、特別職非常勤職員及び臨時的任用職員の任用要件

の厳格化が規定され、令和２年４月１日より制度が運用開始となった。 

本委員会は、職員の採用・昇任に関する一般基準の中で、会計年度任用職員の取扱いについて定めてい

る。選考方法としては、包括委任選考と個別委任選考があり、包括委任選考については権限を任命権者に

委任し、個別委任選考については、任命権者の申請により、本委員会が承認した場合、任命権者に委任す

ることとしている。 

 

選考方法 

 

採用者数 

常勤職員の職種表に分類する１級職

相当の者 

常勤職員の職種表の分類により難いと任

命権者が特に認める者 

包括委任選考 41,101 人(30,656 人) 3,343 人（2,565 人） 

個別委任選考 0 人 0 人 

（注） （ ）内は再度の任用の者で内数 

 

Ⅳ 転職選考 

  特別区では、転職を「職員が現に属する職種から、他の職種に転ずること」と定義している。転職事由に

は① 廃職又は過員によるもの、② 心身の故障等の分限的なもの、③ ①②以外の業務上に必要なものな

どがある。 

 本委員会は、転職の方法として職員の採用・昇任等に関する一般基準の中で転職の能力実証方法及び資格

基準を定めている。採用選考を任命権者に委任している職への転職の際の能力実証については、選考権限を

任命権者に委任している。  

 

○ 令和５年度転職選考（任命権者への権限委任分）実施状況                        

                    （単位：人）  

転職後職種 

転職前職種 

技能Ⅰ 合 

計 自動車運転 

技能Ⅱ 作業Ⅰ 2(0) 2(0) 

計 2(0) 2(0) 

       （注） （ ）内は女性数で内数 
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Ⅴ 昇任選考 
 
１ 主任職昇任選考 

主任への昇任については、本委員会において職員の採用･昇任等に関する一般基準の中で主任職昇任選考

の基準及び方法を定め、主任職昇任選考の選考権限を任命権者に委任している。 

  令和５年度選考の実施概要等は、次のとおりである。 

⑴ 選考種別及び選考区分 

   ア 選考種別 

      「Ａ」､「Ｂ」及び「Ｃ」とする。 

   イ  選考区分 

      各任命権者において定める。 

⑵ 受験資格 

   ア Ａ 

      分類基準（Ⅰ）の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、下表【本則】における採用区分

による種別Ａの１級職の在職年数（年齢 18 歳以降のものに限る。以下同じ。）を満たし年齢が 41 歳

未満のもの  

イ Ｂ 

     ① 分類基準（Ⅰ）の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、下表【本則】における採用区分

による種別Ｂの１級職の在職年数を満たし、年齢が 50 歳未満のもの 

    ② 分類基準（Ⅰ）の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、下表【特例】における採用区分

による種別Ｂの１級職の在職年数を満たし、年齢が 41 歳以上 50 歳未満のもの 

   ウ Ｃ 

    ① 分類基準（Ⅰ）の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、下表【本則】における採用区分

による種別Ｃの１級職の在職年数を満たし、年齢が 58 歳未満のもの 

  ② 分類基準（Ⅰ）の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、下表【特例】における採用区分

による種別Ｃの１級職の在職年数を満たし、年齢が 50 歳以上 58 歳未満のもの 

  ③ 令和５年度から令和 12 年度までの間、種別Ｃの本則及び特例の受験資格における年齢上限部分

の規定は次表のとおりとする。 

選考年度 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 

年齢要件の上限 54歳未満 55歳未満 56歳未満 57歳未満 

  ④ 種別Ｃの受験資格の上限年齢は、当面の間、本則及び特例に定める年齢に５歳加算する。 

    【本則】 

資格の基礎となる 

採用区分 

１級職の在職期間 

種別Ａ 種別Ｂ 種別Ｃ 

Ⅰ  類 ５年以上 
10年以上 

20年未満 
20年以上 

Ⅱ 類 

短 大 ３ 卒 ６年以上 
11年以上 

21年未満 
21年以上 

短 大 ２ 卒 ７年以上 
12年以上 

22年未満 
22年以上 
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Ⅲ 類 

高等学校卒業後１年

間の養成施設等を修

了した者 

８年以上 
13年以上 

23年未満 
23年以上 

そ の 他 ９年以上 
14年以上 

24年未満 
24年以上 

経験者〈１級職〉 ３年以上 
10年以上 

20年未満 
20年以上 

     （注） 採用区分就職氷河期世代については、Ⅰ類の区分を適用する。 

【特例】 

資格の基礎となる 

採用区分 

１級職の在職期間 

種別Ｂ 種別Ｃ 

Ⅰ  類 
５年以上 

10年未満 

５年以上 

20年未満 

Ⅱ 類 

短 大 ３ 卒 
６年以上 

11年未満 

６年以上 

21年未満 

短 大 ２ 卒 
７年以上 

12年未満 

７年以上 

22年未満 

Ⅲ 類 

高等学校卒業後１年

間の養成施設等を修

了した者 

８年以上 

13年未満 

８年以上 

23年未満 

そ の 他 
９年以上 

14年未満 

９年以上 

24年未満 

経験者〈１級職〉 
３年以上 

10年未満 

３年以上 

20年未満 

     （注） 採用区分就職氷河期世代については、Ⅰ類の区分を適用する。 

 

⑶ 選考方法 

    人事評価及び筆記を基本に各任命権者が定める方法による。 
 
○ 令和５年度主任職昇任選考実施結果概要             (単位：人、％) 

区   分 総 計 種別Ａ 種別Ｂ 種別Ｃ 准看護師 

有資格者   a 11,780(7,224) 8,368(4,993) 2,396(1,633) 1,016 (598) － 

受 験 者   b 5,157(2,794) 4,121(2,096) 870  (591) 166 (107) － 

受 験 率 b/a 43.8 (38.7) 49.2 (42.0)  36.3 (36.2) 16.3(17.9) － 

合 格 者   c 1,863  (971) 1,516  (729)  296  (208) 51  (34) － 

合 格 率 c/b 36.1 (34.8) 36.8 (34.8) 34.0 (35.2) 30.7(31.8) － 

昇 任 率 c/a 15.8 (13.4) 18.1 (14.6)  12.4 (12.7) 5.0 (5.7) － 

（注） 総計は種別Ａ・種別Ｂ及び種別Ｃの合計、( )内は女性数で内数、准看護師は選考実施区な

し。 
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＜参考＞    

 
                      (注)１ 受験率＝受験者数／有資格者数 

 

 

２ 技能・業務系昇任選考 （職務分類基準（Ⅱ）２級職以上の職への昇任選考） 
平成17 年度から、技能・業務系職員に４層制の任用制度を導入し、１級職、技能主任職、技能長職及び

統括技能長職を設置している。 
 

 
⑴ 技能主任職昇任選考 

技能主任職への昇任については、本委員会において職員の採用･昇任等に関する一般基準の中で「技能

主任職昇任選考の基準及び方法」を定め、その選考権限を任命権者に委任している。 

   令和５年度選考の実施概要等は、次のとおりである。 

ア 受験資格 

     分類基準(Ⅱ)の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、１級職に12年以上在職し年齢が63歳

未満のもの   

    なお、令和５年度から令和12年度までの間、受験資格における年齢要件の上限部分の規定は、次表

のとおりとする。 

選考年度 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 

年齢要件の上限 59歳未満 60歳未満 61歳未満 62歳未満 

 

イ 選考方法 

        人事評価、筆記及び面接とする。 
なお、これに基づく選考内容は、各任命権者が定めるものとする。 

6,700 
7,113 
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（％）(人)

（年度）

主任職昇任選考(種別Ａ)有資格者数及び受験者数等の推移

有資格者数 受験者数 23区平均受験率



- 27 - 
 

 
○ 令和５年度技能主任職昇任選考実施結果概要  

(単位：人、％) 

区 分 技能主任職 

有資格者   a 497 (60) 

受 験 者   b 142 (24) 

受 験 率 b/a 28.6 (40.0) 

合 格 者   c 52 (7) 

合 格 率 c/b 36.6 (29.2) 

昇 任 率 c/a 10.5 (11.7) 

（注） ( )内は女性数で内数 

 
 

⑵ 技能長職昇任選考 
   技能長職昇任選考については、本委員会において職員の採用・昇任等に関する一般基準の中で、技能

長職昇任選考の基準及び方法を定め、その選考権限を任命権者に委任している。 

   令和５年度選考の実施概要等は、次のとおりである。 

ア 受験資格 

    分類基準(Ⅱ)の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、２級職に４年以上在職し年齢が 63 歳

未満のもの   

なお、令和５年度から令和12年度までの間、受験資格における年齢要件の上限部分の規定は、次表 

のとおりとする。 

選考年度 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 

年齢要件の上限 59歳未満 60歳未満 61歳未満 62歳未満 

 

   イ 選考方法 

    人事評価、筆記及び面接とする。 
なお、これに基づく選考内容は、各任命権者が定めるものとする。 

 

○ 令和５年度技能長職昇任選考実施結果概要  
(単位：人、％) 

区 分 技能長職 

有資格者   a 1,895 (358) 

受 験 者   b 272 (84) 

受 験 率 b/a 14.4 (23.5) 

合 格 者   c 55 (12) 

合 格 率 c/b 20.2 (14.3) 

昇 任 率 c/a 2.9 (3.4) 

（注） ( )内は女性数で内数 
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 ⑶ 統括技能長職昇任選考 

統括技能長職昇任選考については、本委員会において職員の採用・昇任等に関する一般基準の中で、

統括技能長職昇任選考の基準及び方法を定め、その選考権限を任命権者に委任している。令和５年度選

考の実施概要等は、次のとおりである。 

ア 受験資格 

    分類基準(Ⅱ)の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、３級職に３年以上在職し年齢が 42 歳

以上 63 歳未満のもの 

なお、令和５年度から令和12年度までの間、受験資格における年齢要件の上限部分の規定は、次表 

のとおりとする。 

選考年度 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 

年齢要件の上限 59歳未満 60歳未満 61歳未満 62歳未満 

 

イ 選考方法 

人事評価及び面接とする。 
なお、これに基づく選考内容は、各任命権者が定めるものとする。 

 
○ 令和５年度統括技能長職昇任選考実施結果概要  

(単位：人、％) 

区 分 統括技能長職 

有資格者   a 171 (24) 

受 験 者   b 28 (5) 

受 験 率 b/a 16.4 (20.8) 

合 格 者   c 5 (0) 

合 格 率 c/b 17.9 (0.0) 

昇 任 率 c/a 2.9 (0.0) 

（注）１ ( )内は女性数で内数 

   ２ ７区で選考実施 
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３ 管理職昇任選考 

一般の管理職としての課長級の職への昇任選考は、第一次選考と第二次選考とに分かれているが、本委

員会では、管理職選考種別Ⅰ類における第一次選考について、年度ごとに実施要綱を定め、統一選考を実

施している。なお、管理職選考種別Ⅱ類は、令和５年度より申込によらない選考（指名制）を導入し、選

考権限を任命権者に委任している。 

令和５年度の管理職選考の実施概要等は、次のとおりである。 

  ⑴ 選考種別及び区分 

    ア Ⅰ類 事務系（１区分） 

        技術系（３区分） 

イ Ⅱ類 事務系（１区分） 

              技術系（１区分） 

⑵  受験資格等 

    ア Ⅰ 類 

      (ｱ) 受験資格 

       日本国籍を有する実施要綱で定める職種の職務に従事する人のうち、基準日現在、年齢 55 歳未

満で、主任以上の職にあり、その在職期間が６年以上の人（全部、分割又は免除受験方式で受験

する場合であって、経験者採用制度等により採用された人が受験する場合を除く。） 

※ 経験者採用制度等により採用された人及び前倒し受験方式で受験する人については、実施要

綱に定めるとおりとする。 

    (ｲ) 受験方式 

      全部受験方式：受験資格を満たしている人が、筆記考査（択一・短答式問題、記述式問題、論文

式問題）全てを受験する方式 
      分割受験方式：受験資格を満たしている人が、択一・短答式問題受験の免除資格を得るため、択

一・短答式問題のみを受験する方式。受験年度の管理職選考の合格にはいたらない。 

免除受験方式：択一・短答式問題受験の免除資格を得ている人が、記述式問題及び論文式問題

を受験する方式 

前倒し受験方式：主任の職にあり、その在職期間が３～５年目の人（経験者採用制度により採

用された人等の特例あり）が、択一・短答式問題受験の免除資格を得るため、

択一・短答式問題のみ受験する方式。受験年度の管理職選考の合格にはいたら

ない。 
      (ｳ) 選考方法  

      筆記考査（択一・短答式問題、記述式問題、論文式問題）、勤務評定、口頭試問による。 

    (ｴ) 択一・短答式問題受験の免除資格 

      択一・短答式問題の成績が一定の基準に達した人には、原則として、受験翌年度以降の３年間

の択一・短答式問題受験の免除資格を付与する。 

      ※ 翌年度にⅠ類（全部、分割、免除）の受験資格を満たさない者については、原則として、 

       受験資格を満たす年度以降３年間の択一・短答式問題受験の免除資格を付与する。 

 

イ Ⅱ 類 

      (ｱ) 受験資格 

          日本国籍を有し、かつ、分類基準（Ⅰ）の適用職種の職務に従事する者で、基準日現在、４級職
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に２年以上在職し年齢が 60 歳未満のもの 

 

      (ｲ) 選考方法 

       人事評価及び面接とする。ただし、任命権者は必要に応じて選考方法を追加できるものとする。 

 

⑶ 管理職選考種別Ⅰ類の実施状況 

別表１及び別表２のとおり 

別表１ 

令和５年度管理職選考種別Ⅰ類の実施状況（合格者決定） 

  
Ⅰ類（全部及び免除受験方式）

５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減

388 336 52 214 191 23 127 107 20 32.7 31.8 0.9

Ⅰ 51 67 △ 16 23 40 △ 17 15 26 △ 11 29.4 38.8 △ 9.4

Ⅱ 46 41 5 17 22 △ 5 11 14 △ 3 23.9 34.1 △ 10.2

Ⅲ 46 46 0 9 12 △ 3 6 8 △ 2 13.0 17.4 △ 4.4

小　計 143 154 △ 11 49 74 △ 25 32 48 △ 16 22.4 31.2 △ 8.8

531 490 41 263 265 △ 2 159 155 4 29.9 31.6 △ 1.7

Ⅰ類（全部受験方式）

５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減

184 178 6 77 90 △ 13 55 51 4 29.9 28.7 1.2

Ⅰ 23 25 △ 2 5 8 △ 3 3 4 △ 1 13.0 16.0 △ 3.0

Ⅱ 18 23 △ 5 5 12 △ 7 2 9 △ 7 11.1 39.1 △ 28.0

Ⅲ 15 11 4 1 2 △ 1 1 1 0 6.7 9.1 △ 2.4

小　計 56 59 △ 3 11 22 △ 11 6 14 △ 8 10.7 23.7 △ 13.0

240 237 3 88 112 △ 24 61 65 △ 4 25.4 27.4 △ 2.0

Ⅰ類（免除受験方式）

５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減 ５年度 ４年度 増減

204 158 46 137 101 36 72 56 16 35.3 35.4 △ 0.1

Ⅰ 28 42 △ 14 18 32 △ 14 12 22 △ 10 42.9 52.4 △ 9.5

Ⅱ 28 18 10 12 10 2 9 5 4 32.1 27.8 4.3

Ⅲ 31 35 △ 4 8 10 △ 2 5 7 △ 2 16.1 20.0 △ 3.9

小　計 87 95 △ 8 38 52 △ 14 26 34 △ 8 29.9 35.8 △ 5.9

291 253 38 175 153 22 98 90 8 33.7 35.6 △ 1.9

Ⅰ類

事　務

技
　
術

（単位：人、％）

種別 選考区分
受験者数（Ａ） 口頭試問進出者数（Ｂ） 合格者数（Ｃ） 合格率（Ｃ／Ａ）

合　計

（単位：人、％）

種別 選考区分
受験者数（Ａ） 口頭試問進出者数（Ｂ） 合格者数（Ｃ） 合格率（Ｃ／Ａ）

受験者数（Ａ） 口頭試問進出者数（Ｂ） 合格者数（Ｃ） 合格率（Ｃ／Ａ）

Ⅰ類
(全部)

事　務

技
　
術

合　計

（単位：人、％）

Ⅰ類
(免除)

事　務

技
　
術

合　計

種別 選考区分
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別表２ 

令和５年度管理職選考種別Ⅰ類の実施状況（免除者決定） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 対象者数とは、受験者数から合格者数等を除いた数 

２ 全部とは、全部受験方式で筆記考査全てを受験し、合格にいたらなかった人 
    ３ 分割とは、分割受験方式で受験した人 
    ４ 前倒しとは、前倒し受験方式で受験した人 
    ５ 免除率は、小数点第二位以下四捨五入で算出 
 
＜参考＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注） 全部、分割及び免除受験方式の受験申込者数及び申込率 

全部 分割 前倒し 全部 分割 前倒し 全部 分割 前倒し

A A1 A2 A3 B B1 B2 B3 B/A B1/A1 B2/A2 B3/A3

502 124 100 278 145 28 18 99 28.9 22.6 18.0 35.6

Ⅰ 68 20 17 31 17 6 4 7 25.0 30.0 23.5 22.6

Ⅱ 50 16 16 18 16 7 3 6 32.0 43.8 18.8 33.3

Ⅲ 45 14 16 15 13 5 4 4 28.9 35.7 25.0 26.7

小　計 163 50 49 64 46 18 11 17 28.2 36.0 22.4 26.6

665 174 149 342 191 46 29 116 28.7 26.4 19.5 33.9

（単位：人、％）

対象者数 免除者数 免除率

計

受験方式内訳

合　計

計

受験方式内訳

計

受験方式内訳

事　務

技
　
術
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第３章 労働基準監督機関としての事務 

  労働基準法（以下「労基法」という。）、労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）及び船員法

においては、労働者の労働条件を保護するため、所定の行政機関が監督権を行使することとされてい

る。この機関を労働基準監督機関といい、通常は労働基準監督署又は船員労務官がこれに当たるが、

地方公務員は、地方公務員法第58条第５項の規定に基づき、非現業職員（労基法別表第１第11号、第

12号及び別表第１に掲げる事業以外の官公署に勤務する職員で、単純労務職員を除く職員）について

は、人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体にあってはその長）が労働基準監督機関として

の権限を行使している。 

 本委員会が、労働基準監督機関として行う職権行使に関する事務は、次のとおりである。 

 

Ⅰ 許認可等の事務 

     職員の適切な勤務条件、安全及び健康を確保し、快適な職場環境の形成を促進するため、労基法

及び安衛法では、使用者が職員の勤務条件、施設、設備等を管理するに当たり、一定の基準を遵守

させるため、あらかじめ労働基準監督機関の許可を得ること等を要件としている。 

     本委員会が、労働基準監督機関として行っている許認可等の主なものは、次のとおりである。 

１  許可 

     (1) 非常災害等の理由による労働時間延長・休日労働の許可（労基法第33条） 

    (2) 断続的な宿直又は日直勤務の許可（労基法第41条） 

(3) 監視又は断続的労働に従事する者に対する適用除外許可（労基法第41条） 

２  認定 

     (1) 解雇制限除外の認定（労基法第19条） 

     (2) 解雇予告除外の認定（労基法第20条） 

３  届出の受理 

    (1) 時間外労働・休日労働に関する協定届（労基法第36条） 

    (2) ボイラー等の設置及び変更の届（安衛法第88条） 

   (3) 機械等の設置、移転及び変更に関する計画の届（安衛法第88条）  

４  報告の受理 

    (1) 適用事業報告（労基法第104条の２） 

   (2) 総括安全衛生管理者、衛生管理者及び産業医の選任報告（安衛法第10・12・13条） 

   (3) 定期健康診断等結果報告（安衛法第66条） 

(4) 心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告（安衛法第66条） 

   (5) 職員死傷病報告（安衛則第97条） 

   (6) 事故報告（安衛則第96条） 

   (7) 機械等の設置、使用休止及び廃止報告（安衛法第100条） 
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＜令和５年度実績＞ 

項      目 件   数 

断続的な宿直又は日直勤務の許可申請 １件 

監視又は断続的労働に従事する者に対する適用除外許可申請 ４件 

解雇予告除外認定 １１件 

時間外・休日労働に関する協定届 １，６７９件 

総括安全衛生管理者・衛生管理者・産業医選任報告 ３７６件 

定期健康診断等結果報告 ３２６件 

職員死傷病報告 １４件 

事故報告 ０件 

機械等の落成・変更等各検査申請 １１件 

機械等の設置・変更届等 ２８件 

機械等の休止・廃止報告 １３件 

機械等検査証再交付・書替申請 １件 

 

 

Ⅱ ボイラー等の検査 

  安衛法及び同法に基づく政令等では、ボイラー等を設置する時又は必要の都度に、一定の基準以

上の性能を維持し使用に十分耐え得るかを検査することが義務付けられているため、本委員会が検

査を実施している。検査に当たっては、ボイラー等の保守管理及び操作に関する指導を併せて行い、

労働災害発生の防止に努めている（安衛法第38条等）。 

  なお、23区のボイラー等の設置状況は、別表１のとおりである。 

     ＜令和５年度実績＞                 （単位：基） 

  

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 定期監督 

  毎年度当初に決定する基本方針と実施計画に基づき、職員の勤務条件（勤務時間、休憩、休日等）

及び執務環境等が、労基法及び安衛法その他関係法令に適合しているかどうかを、事業場において

調査・監督している。  

監督の結果、法令違反事項があった場合は、区長及び事業場長に是正するよう通知し、結果の報告

を求めている。 

     ＜令和５年度実績＞ 

 事  業 
月  別  実  績 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

区民行政施設  3 4 1  4 3 5 2    22 

教 育 施 設  2 7 2  5 4 4 4    28 

計  5 11 3  9 7 9 6    50 

項  目 ボイラー 
第 一 種 

圧力容器 
ゴンドラ クレーン 計 

落 成 検 査       ０       ８              ０       ８ 

変 更 検 査       ０       ０       １       ０       １ 

使用再開検査       １       １       ０       ０       ２ 

計       １       ９       １       ０     １１ 
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結 果 の 概 要 

 実施事業場  50か所 

 指摘事項 222件（50事業場） 

＜指摘の概要＞ 

○勤務時間管理（84件） 

 ・退勤時刻と超過勤務命令時間が乖離している等 

○休憩時間(5件) 

・適切な休憩時間を与えられていない。 

○時間外・休日労働に係る協定（7件） 

 ・協定時間を超えて、時間外・休日労動を行わせている等 

〇会計年度任用職員の勤務条件（18件） 

 ・勤務実態が勤務条件通知書と異なっている等 

○週休日の変更(25件) 

・あらかじめ振替命令簿で、「勤務することを命ずることとなる日」及び「替わりに週

休日とした日」を特定していない等 

○割増賃金（3件） 

 ・週休日の変更に伴う割増賃金が支給されていない。 

○面接指導（9件） 

・１か月あたり80時間を超えて時間外労働を行った職員に対する適切な事後措置が講じ

られていない等 

○健康管理（4件） 

 ・定期健康診断結果報告書が提出されていない等 

○安全衛生管理体制(29件) 

・衛生委員会を基準に基づいた回数実施していない等 

○事務所の衛生管理(4件) 

 ・大掃除、害虫駆除調査等を定期的に実施していない。 

○工作機械・木材加工用機械の安全管理（3件） 

 ・卓上ボール盤が固定されていない等 

○有害物管理(31件) 

・薬品台帳・化学物質等安全データシートの整備が不十分である等 
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Ⅳ 労働安全衛生普及活動 

     総合的な労働安全衛生対策を進めるに当たっては、労働が健康に与える影響や健康障害等を防ぐ

ための安全衛生管理体制及び作業環境管理等についての正しい知識が必要である。その知識の普及

のため、次の事業を実施している。 

労働安全衛生講演会 

    各区の労働安全衛生担当者等の安全衛生意識の高揚を図るため、講演会を開催している。 

    ＜令和5年度実績＞ 

    (1) 開催年月日    令和5年11月8日（水） 

    (2) 開 催 場 所    東京区政会館20階 202・203会議室 

    (3) 演   題   「総合性・計画性が求められるこれからのメンタルヘルス対策」 

(4) 講   師    東京都立大学法学部 教授 大杉 覚 氏  

(5) 受  講  者    43名 
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第４章 職員団体等に関する事務 

 

Ⅰ 職員団体の登録 

   職員団体の登録制度は、職員団体の組織及び運営が自主的かつ民主的であるかどうかを、公平・中立

な第三者機関である人事委員会（又は公平委員会）が確認し、公証するための制度である（地方公務員

法第53条）。 

登録されるための要件は、次のとおりである。 

① 職員団体の規約で一定事項が定められていること（地方公務員法第53条第2項）。 

② 職員団体の重要事項が一定の民主的手続により決定されていること（地方公務員法第53条第3項)。 

③ 職員団体の構成員が同一地方公共団体の職員（警察職員及び消防職員は除かれる。）のみで組

織されていること（地方公務員法第53条第4項）。 

登録の効果は、次のとおりである。 

① 地方公共団体は、登録職員団体からの交渉の申入れについて応諾すべき地位に立つこと（地方

公務員法第55条第1項）。 

② 法人格取得資格を得ること（職員団体等に対する法人格の付与に関する法律第3条第1項第3号）。 

③ 在籍専従役員として従事し得ること（地方公務員法第55条の２）。 

 

    本委員会が登録している職員団体は、次のとおりである。 

                                 職 員 団 体 の 登 録 状 況                                  

                                   （令和6年3月31日現在）  

番 号 区 名 名    称 所    在   地 
 登   録 

 年 月 日 

 法人の申出受理 

 年  月  日 

１ 大 田 
 大田区 

   職員労働組合 
大田区大森西1-12-1 

昭和 

44. 1.13 

昭和 

44. 1.13 

２ 千代田 
 東京都千代田区 

  職員労働組合 

 千代田区九段南1－6－11 

区役所内 
〃 〃 

３ 中 央 
 東京都中央区 

   職員労働組合 

 中央区築地1－1－１ 

区役所内 
〃 〃 

４ 港 
 東京都港区 

   職員労働組合 

 港区芝公園１－5－25 

区役所内 
〃 〃 

５ 新 宿 
 東京都新宿区 

   職員労働組合 

 新宿区歌舞伎町1－4－1 

区役所内 
〃 〃 

６ 文 京 
 東京都文京区 

   職員労働組合 

 文京区春日1－16－21 

区役所内 
〃 〃 

７ 台 東 
 東京都台東区 

   職員労働組合 

 台東区東上野4－5－6 

区役所内 
〃 〃 

８ 墨 田 
 東京都墨田区 

   職員労働組合 

 墨田区吾妻橋1－23－20 

区役所内 
〃 〃 

９ 江 東 
 東京都江東区 

   職員労働組合 

 江東区東陽4－11－28 

区役所内 
〃 〃 

１０ 品 川 
 東京都品川区 

   職員労働組合 

 品川区広町2－1－36 

区役所内 
〃 〃 

１１ 目 黒 
 目黒区 

   職員労働組合 

 目黒区上目黒2－19－15 

区役所内 
〃 〃 
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番 号 区 名 名    称 所    在   地 
 登   録 

 年 月 日 

 法人の申出受理 

 年  月  日 

１２ 世田谷 
 世田谷区 

   職員労働組合 

 世田谷区世田谷4－21－27 

 区役所内 
44. 1.13 44. 1.13 

１３ 渋 谷 
 渋谷区 

   職員労働組合 

 渋谷区宇田川町1－1 

区役所内 
〃 〃 

１４ 中 野 
 中野区 

   職員労働組合 

 中野区中野4－8－1 

区役所内 
〃 〃 

１５ 杉 並 
 東京都杉並区 

  職員労働組合 

 杉並区阿佐ヶ谷南1－15－1 

区役所内 
〃 〃 

１６ 豊 島 
 東京都豊島区 

   職員労働組合 

 豊島区南池袋2－45－1 

区役所内 
〃 〃 

１７ 北 
 東京都北区 

   職員労働組合 

 北区王子本町1－15－22 

 区役所内 
〃 45. 2.10 

１８ 荒 川 
 東京都荒川区 

   職員労働組合 

 荒川区荒川2－2－3 

区役所内 
〃 44. 1.13 

１９ 板 橋 
 東京都板橋区 

   職員労働組合 

 板橋区板橋2－66－1 

区役所内 
〃 〃 

２０ 練 馬 
 練馬区 

   職員労働組合 

 練馬区豊玉北6－12－1 

区役所内 
〃 〃 

２１ 足 立 
 東京都足立区 

   職員労働組合 

 足立区千住1－4－18 

区役所内 
〃 〃 

２２ 葛 飾 
 東京都職員 

 労働組合葛飾支部 

 葛飾区立石5－13－1 

区役所内 
〃 〃 

２３ 江戸川 
 江戸川区 

   職員労働組合 

 江戸川区中央1－4－1 

区役所内 
〃 〃 

２４ 台 東 
 東京都台東区役所 

  職員労働組合 

 台東区東上野4－5－6 

 区役所内 
47.11.18 47.11.18 

２５ 豊 島 豊島区教職員組合 
 

豊島区南池袋2－40－15 
 

53. 2.22 
 

53. 2.22 

２６ 
 

江 東 

 

東京都教職員組合 

      江東支部 

江東区扇橋1－12－20 
江東教育会館内 

 
55. 1.17 

 
55. 1.17 

２７ 墨 田 墨田区教職員組合 
 墨田区太平1－30－11 

 松本ビル１階 
57. 2.18 57. 2.18 

２８ 北 
 全北区 

   職員連絡協議会 

 北区王子本町1－15－22 

 区役所内 
57. 3. 5 57. 3. 5 

２９ 北 
 東京都北区 

   職員団体評議会 

 北区王子本町1－15－22 

 区役所内 
57. 6.11 57. 6.11 

３０ 北 北区教職員組合 
 北区西ヶ原2－24－8 

 北区教育会館内 
57. 7 .2 57. 7 .2 

３１ 足 立 
東京都教職員組合 

足立支部 
足立区中央本町1－5－1 

 足立区教育会館  
57.12.14 57.12.14 

３２ 世田谷 
 世田谷区 

   教職員組合 
世田谷区世田谷1－41－12 58. 1.18 58. 1.18 

３３ 杉 並 杉並区教職員組合 杉並区桃井2－3－5 59. 6.18 59. 6.18 

３４ 葛 飾 葛飾区教職員組合 葛飾区立石6-3-1 
  平成 

  元.12. 1 

   平成 

   元.12. 1 

３５ 江戸川 
 江戸川区 
  教職員組合 

 江戸川区中央3－7－11－102 
 江戸川区平和運動センター内 2.11. 6 2.11. 6 
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番 号 区 名 名    称 所    在   地 
 登   録 

 年 月 日 

 法人の申出受理 

 年  月  日 

３６ 渋 谷 渋谷区教職員組合 
 渋谷区笹塚3－10－1 

 渋谷区立笹塚中学校内 
6. 1.10 6. 1.10 

３７ 江戸川 
 東京都教職員組合 

  江戸川支部 

 江戸川区松本1－32－8 

 江戸川教育会館内 
6. 7.21 6. 7.21 

３８ 大 田 
 東京都教職員組合 

  大田支部 

 大田区蒲田5－36－2 

 相互蒲田ﾋﾞﾙ802･803号室 
6.11.25 6.11.25 

３９ 世田谷 
 東京都教職員組合 

  世田谷支部 

 世田谷区若林4－30－10 

 岡元ビル内 
7. 6. 6 7. 6. 6 

４０ 豊 島 
 豊島区職員労働組合 

（ﾈｯﾄﾜｰｸ豊島） 

 豊島区南池袋2－45－1 

 豊島区役所内 
8. 6.25  

４１ 江 東 
 江東区公立学校 

  教職員組合 

江東区南砂2-13-18  

第四砂町小学校内 
8. 8.13 

 
8. 8.13 

４２ 清掃一組 
 東京清掃労働組合 

 墨田清掃工場支部 

 墨田区東墨田1－10－23 

 墨田清掃工場内 
13.12.26  

４３ 新 宿 
 新宿区学校事務 
  職員評議会 

さいたま市見沼区東大宮 
7－4－23 

14. 1.17 
 
   

４４ 墨 田 
 墨田区職員労働組合 

「連帯墨田」 

 墨田区吾妻橋1－23－20 

 墨田区役所内 
14. 7.19 

               
    

４５ 清掃一組 
 東京清掃労働組合 
  有明工場支部 

 江東区有明２－3－10 
 有明清掃工場内 

14.12.17 
 

４６ 北 
 東京清掃労働組合 

  北支部 

 北区豊島8－4－3 

 北区清掃事務所内 
14.12.24 

 

４７ 葛 飾 
 東京都教職員組合 

  葛飾支部 

 葛飾区立石1－7－12 

 葛飾教育会館内 
16. 7.28 

            
16. 7.28 

４８ 杉 並 
自治体労働者組合 

・杉並  
杉並区西荻南3－5－20 17. 9. 1 

  

４９ 大 田 
東京清掃労働組合 

  調布支部 

大田区田園調布本町32－12 

 大田区調布清掃事務所内 
18. 3.15 

 

５０ 練 馬 
東京都教職員組合 

  練馬支部 練馬区豊玉中3－23－20 18. 8.22 18. 8.22 

５１ 清掃一組 
東京清掃労働組合 

一部事務組合総支部 

千代田区飯田橋3－5－1 

 東京区政会館内 
18. 9.28 

 

５２ 中 野 
 東京都教職員組合 

中野支部 

 中野区東中野5－27－22 

中野区教職員互助会研究室内 
20.10.31 20.10.31 

５３ 中 野 

中野区一般職 

非常勤・臨時・ 

任期付職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

29.3.22 

 
 

５４ 豊 島 

公共一般豊島区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

令和 
2.3.27 

 
 
  

５５ 杉 並 

公共一般杉並区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

 

2.4.24 
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番 号 区 名 名    称 所    在   地 
 登   録 

 年 月 日 

 法人の申出受理 

 年  月  日 

５６ 大 田 

公共一般大田区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

〃 

 
 
  

５７ 板 橋 

公共一般板橋区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

2.4.30 

 
  

５８ 台 東 

公共一般台東区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

 〃 

 
 
  

５９ 中 央 

公共一般中央区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

2.5.7 

 
  

６０ 江 東 

地方公共団体 

一般職非常勤等 

職員労働組合江東 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

2.5.28 

 
 
  

６１ 練 馬 

公共一般練馬区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

2.6.18 

 
  

６２ 墨 田 

公共一般墨田区 

会計年度任用職員

労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

2.7.17 

 
 
  

６３ 品 川 

公共一般品川区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

 〃 

 
  

６４ 足 立 

公共一般足立区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

2.8.7 

 
 
  

６５ 板 橋 
連帯労働者組合 

板橋区パート 

板橋区板橋2-44-20-203 

連帯労働者組合事務所内 
2.8.12 

 

６６ 練 馬 
練馬区立図書館 

専門員労働組合 

練馬区光が丘4-1-5 

練馬区光が丘図書館 
2.9.9 

 

６７ 文 京 

公共一般文京区 

一般職臨時・ 

非常勤職員労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

3.1.27 
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番 号 区 名 名    称 所    在   地 
 登   録 

 年 月 日 

 法人の申出受理 

 年  月  日 

６８ 世田谷 

公共一般世田谷区 

会計年度任用職員

労働組合 

豊島区南大塚2－33－10 

東京労働会館５階 

東京公務公共一般労働組合 

事務所内 

3.2.17 

 

  

 

Ⅱ 職員団体等に対する規約の認証 

    昭和53年9月8日、職員団体等に対する法人格の付与に関する法律（昭和53年法律第80号）が施行され、

現行の国家公務員法及び地方公務員法においては登録が受けられず、法人格を取得できない職員団体が、

職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づき規約の認証を受け登記することにより、法人格

が付与されることとなり、人事委員会（又は公平委員会）が同法の規定する認証機関としての事務を行

うこととなった。 

    なお、これまで本委員会が同法に基づき規約の認証をした事例はない。 

 

Ⅲ 管理職員等の範囲の決定 

    管理職員等とそれ以外の職員とは、同一の職員団体を組織することができず、管理職員等の範囲は、

人事委員会規則（又は公平委員会規則）で定めることとされている(地方公務員法第52条第3項ただし書

及び第4項）。 

    管理職員等の範囲は、本来、各地方公共団体における法令その他による職制及び権限分配の実態に基

づき、客観的に定まるものであるが、ときに労使間に紛議を生じることもあり得るので、公平・中立な

第三者機関である人事委員会（又は公平委員会）があらかじめ、これを確認し、規則で定めることとし

たものである。 
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第５章 公平審査等の事務 
 

 現行法における公務員制度は、行政の民主的、かつ、能率的な運営を図るために、職員が全力をあげて

職務に専念できるよう、給与、勤務条件その他身分取扱上の諸権利を職員に保障している。 

 公平審査事務は、職員から保障の請求があった場合に人事委員会（又は公平委員会）が審査するもので、

準司法的機能に係る事務である。 

 公平審査事務には、地方公務員法第8条第1項第9号による勤務条件に関する措置要求の審査に関する事務

と同項第10号による不利益処分に関する審査請求の審査に関する事務がある。 

 

Ⅰ 勤務条件に関する措置要求の審査 

 職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委員会（又は公平委員会）に対して、地方公共

団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができる（地方公務員法第46条）。 

 勤務条件に関する措置要求があったとき、人事委員会（又は公平委員会）は、事案について審査を行い、

事案を判定し、その結果に基づいて、自己の権限に属する事項については自ら実行し、その他の事項につ

いては、当該事項に関し権限を有する地方公共団体の機関に対し、必要な勧告をしなければならない（地

方公務員法第47条）。 

この制度は、職員の労働基本権が制約されていることに対する代償措置として認められたものであり、職

員の権利利益を確保し、その勤務条件の適正化を図ることを目的としている。 

令和元年度から令和5年度までの本委員会における措置要求事案の処理状況は、次のとおりである。 

 

(1) 措置要求に関する件数                          （単位：件） 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

前年度までの未処理件数 

要 求 件 数 （ 新 規 ） 

処 理 件 数 

未 処 理 件 数 

3  

2  

5  

0  

0  

1  

0  

1  

2  

4  

1  

5  

5  

2  

4  

3  

3  

5  

1  

7  

   ※令和2年度の「未処理件数」と令和3年度の「前年度までの未処理件数」は、判定取消請求事件判

決による判定の一部取消があったため、一致しない。 

(2) 完結した事案の内容（令和5年度） 

番号 事 件 番 号 要求内容 
判   定 

年 月 日 

1 令和5年（行）第6号 介護休暇の承認等を求める行政措置要求 
取下げ 

6.3.1 

 

Ⅱ 不利益処分に関する審査請求の審査 

 懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた職員は、人事委員会（又は公平委員会）に対してのみ

審査請求をすることができる（地方公務員法第49条の2第1項）。 

不利益処分に関する審査請求を受理したとき、人事委員会（又は公平委員会）は、直ちにその事案を審

査し、その結果に基づいて、その処分を承認し、修正し、又は取り消し、及び必要がある場合においては、

任命権者に職員がその処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示をしなければならない（地
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方公務員法第50条）。 

この制度は、職員の身分保障を実質的に担保するものとして認められたものであり、職員が違法又は不当

な処分を受けた場合にその取消しを求める事後救済の制度である。 

令和元年度から令和5年度までの本委員会における審査請求事案の処理状況は、次のとおりである。 

 

(1) 審査請求に関する件数                          （単位：件） 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

前年度までの未処理件数 

請 求 件 数 （ 新 規 ） 

処 理 件 数 

未 処 理 件 数 

279  

2  

0  

281  

281  

1  

11  

271  

271  

7  

6  

272  

272  

1  

3  

270  

270  

3  

4  

269  

 ※ 令和５年度の未処理件数のうち264件は職員団体の違法な活動を理由とする大量処分に対する審 

査請求等で当事者の都合等によりその審理が困難な事案であり、これらの事案については、関係職員 

団体等と話し合うなどして審査終了等の手続を進めている。 

 

  (2) 完結した事案の内容（令和5年度） 

番号 事 案 番 号 請求内容 
裁   決 

年 月 日 

1 平成30年（不）第9号 戒告処分取消請求事案 
処分取消 

5.4.24 

2 令和5年（不）第2号 事案名なし 
受理前却下 

5.6.7 

3 令和3年（不）第3号 懲戒免職処分取消請求事案 
処分取消 

5.11.14 

4 令和2年（不）第1号 戒告処分取消請求事案 
棄却 

6.3.26 

    

Ⅲ その他の事務 

１ 苦情処理 

職員は、人事委員会（又は公平委員会）に対し、勤務条件その他の人事管理に関する苦情相談を行う

ことができる（地方公務員法第8条第1項第11号）。 

令和元年度から令和5年度までに本委員会が受けた相談件数は、次のとおりである。 

 

 苦情相談に関する件数                             （単位：件） 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

前年度までの未処理件数 

相 談 件 数 （ 新 規 ） 

処 理 件 数 

未 処 理 件 数 

5  

32  

31  

6  

6  

57  

46  

17  

17  

49  

62  

4  

4  

40  

25  

19  

19  

47  

52  

14  
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２ 学校医等の公務災害補償の審査 

  特別区立学校の学校医等の公務上の災害等について、その認定、療養の方法、補償金額の決定その他

補償の実施に関して学校医等から審査の請求があったときは、人事委員会（又は公平委員会）は、事案

を審査し、裁定を行う（公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律第

5条等）。 

  なお、これまで本委員会が学校医等の公務災害補償の審査をした事例はない。 

 

３ 退職手当支給制限等の処分に係る諮問に関する調査審議 

各区の職員の退職手当に関する条例により、退職した者や遺族等に対する退職手当の支給制限・返納

命令については、手続の適正や権利保護を図る必要性が特に高いため、人事委員会への諮問が必要とさ

れている。 

各区から退職手当支給制限等の処分に関する諮問を受けたとき、本委員会は、同諮問について調査審

議し、答申する。 

令和元年度から令和5年度までに本委員会が受けた諮問件数は、次のとおりである。 

 

退職手当支給制限等の処分に係る諮問に関する件数               （単位：件） 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

前年度までの未処理件数 

諮 問 件 数 （ 新 規 ） 

処 理 件 数 

未 処 理 件 数 

0  

0  

0  

0  

0  

1  

1  

0  

0  

1  

0  

1  

0  

0  

1  

0  

0  

0  

0  

0  

 

４ 退職管理の適正の確保 

離職後に営利企業等に再就職した元職員（再就職者）は、離職前５年間に在職していた地方公共団体

の執行機関の組織等の職員に対して、当該地方公共団体等と当該営利企業等又はその子法人との間の契

約等事務（離職前５年間の職務に属するもの）に関し、離職後２年間、職務上の行為についての要求、

依頼が禁止されている（地方公務員法第38条の2）。 

この再就職者による依頼等の規制に違反する行為を行った疑いがある場合は、任命権者が調査を実施

することになるが、その際、人事委員会（又は公平委員会）は、任命権者が行う調査が公正に行われる

よう、その開始から終了までを監視する（地方公務員法第38条の3～第38条の5）。 
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第６章  給与関係事務 

 
 人事委員会の権限の一つとして、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件等について絶えず研究を行い、そ

の成果を議会及び長に提出することが、地方公務員法に定められている。本委員会は、特別区職員給与等実態

調査や職種別民間給与実態調査を実施し、これらの調査をもとに職員の給与等に関する報告及び勧告を行って

いる。また、人事行政の専門機関として、職員に関する条例の制定改廃に関して各特別区の議会及び区長に意

見の申出等を行っている。 
 

Ⅰ 令和５年特別区職員給与等実態調査の結果 

 

特別区職員給与等実態調査は、各特別区における「職員の給与に関する条例」、「幼稚園教育職

員の給与に関する条例」、「学校教育職員の給与に関する条例」又は「中等教育学校教育職員の給

与等に関する条例」の適用を受ける職員の給与等の実態を把握し、任用・給与制度の研究や職員

の給与勧告に必要な基礎資料を得るため、各特別区の任命権者に依頼し、毎年実施している。 

本調査は４月１日を調査基準日としており、基準日に在職している職員を対象としているが、

休職者や育児休業中の職員等は除かれる。 

 

１ 在職状況 

(1) 職員数 

   令和５年４月１日に在職する職員は56,381 人となっており、前年に比べ231 人減っている。 

   職種別の職員数及び構成比は、行政職が48,823人（86.6％）で最も多く、以下、技能職が4,427人（7.9％）、

医療職が2,489 人（4.4％）、幼稚園教育職員が642 人（1.1％）である。 

   また、職種ごとの職員数を10年前の平成25年と比較すると、行政職が1,600 人、医療職が89人増加し、

技能職は3,879 人、幼稚園教育職員は67人減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「行政職」は事務・一般技術・福祉系職員、「技能職」は技能・業務系職員、「医療職」は医療技術系職員 

を示す。 

    

4,427(7.9%) 2,489(4.4%) 

47,223 

（80.5%) 

8,306 

（14.2%) 

2,400（4.1%) 

709（1.2%) 

48,823 

(86.6%) 
642(1.1%) 

（人） 

(56,381人) 

(58,638人) 
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(2) 年齢構成 

   年齢階層別の職員構成を10年前の平成25年と比較すると、40歳台前半以降の職員割合が減少する一方

で、30歳台前半までの職員割合が大幅に増加している。 

 

 
 

また、平均年齢は全職員で 40.4 歳（前年比△0.3 歳）、行政職では39.3 歳（前年比△0.3 歳）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

令和 5 年 

平成 25 年 

(％) 

16 

 

14 

 

12 

 

10 

 

   8 

 

6 

 

4 

 

2 

 

0 

行政職 

全職員 

（歳） 

（年） 
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(3) 学歴構成 

   職員の最終学歴別構成は、全職員でみると、大学卒が64.2％、短大卒が19.9％、高校卒が15.5％、中学

卒が0.4％である。 

また、10年前の平成25年と比較すると、大学卒の職員割合が増加している一方で、短大卒、高校卒及び

中学卒の職員割合が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員の給与 

(1) 平均給与月額 

全職員の平均給与月額は372,397 円で、前年に比べ711 円減であった。 

                                           （単位：円、歳） 

         
 

計 

平均給与月額 

平均年齢 
給料月額 扶養手当 地域手当 管理職手当 その他 

全  職  員 
372,397 

(373,108) 

298,252 

(298,833) 

4,710 

(4,797) 

61,315 

(61,446) 

3,709 

(3,689) 

4,412 

(4,344) 

40.4 

(40.7) 

行  政  職 371,236 297,227 4,592 61,113 3,831 4,473 39.3 

技  能  職 372,196 301,932 7,227 61,778 － 1,260 51.9 

医療職（一） 911,479 491,029 6,092 120,448 105,120 188,789 53.5 

医療職（二） 394,644 322,376 3,207 65,337 1,100 2,624 44.7 

医療職（三） 365,021 296,084 2,955 60,178 1,849 3,955 41.0 

幼稚園教育職員 411,784 318,531 2,569 67,682 17,313 5,690 36.6 

（注）１ （ ）は、令和４年の調査結果である。 

２ 医療職（一）は医師・歯科医師、医療職（二）は栄養士・検査技術等、医療職（三）は保健師・看護師等

が該当する。 

３ 「その他」は、住居手当、初任給調整手当、単身赴任手当（基礎額）及び寒冷地手当の計である。 

４ 「計」は、支給総額を適用人員で除したものであり、各種目の合計と一致しない場合がある。 

中学卒 0.4% 

大学卒  64.2%                      短大卒 19.9%        高校卒 15.5% 

中学卒 1.0% 

大学卒   45.6%              短大卒  26.0%            高校卒  27.4% 

  0       10        20        30        40        50        60        70        80        90       100 

(%) 
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(2) 扶養手当 

扶養手当は、全職員の28.6％にあたる16,119 人が受給している。 

平均支給月額は、全職員１人当たりの平均で 4,710 円、支給されている職員１人当たりの平均は 16,474

円である。 

（単位：人、％） 

 区       分 人員 割合 

 支給されている職員 16,119 28.6 

  うち、配偶者を扶養している職員（6,000円支給） 5,446  9.7 

  うち、子を扶養している職員（9,000円支給） 13,403 23.8 

  
うち、配偶者を欠く一子を扶養している職員（13,000 円支給） 

（特例措置） 
96  0.2 

  うち、父母等を扶養している職員（6,000円支給） 890  1.6 

  
うち、特定期間にある子を扶養している職員 

（子一人につき4,000円加算） 
5,367  9.5 

 支給されていない職員 40,262 71.4 

計 56,381 100.0 

（注）１ 表中の割合は、全職員に対する各支給区分の職員数の割合を示す。 

      ２ 「支給されている職員」の各区分の該当職員数は、重複している場合がある。 

３ 「子を扶養している職員」の子には、配偶者を欠く一子を含まない。 

４ 「特定期間」は、満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に達する日以後の最初の３月31日 

までの期間を指す。 

５ 「特例措置」は、平成30年３月31日に「配偶者を欠く一子のみ」又は「配偶者を欠く一子及び父母等」 

に係る扶養手当の支給を受けていた職員が、平成30年４月１日以降、引き続き、「配偶者を欠く特定期間 

にない一子のみ」又は「配偶者を欠く特定期間にない一子及び父母等」を扶養する場合に該当する。 
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(3) 住居手当 

住居手当は、全職員の26.9％にあたる15,160 人が受給している。 

平均支給月額は、全職員１人当たりの平均で 4,191 円、支給されている職員１人当たりの平均は 15,587

円である。 

（単位：人、％） 

 区       分 人員 割合 

 支給されている職員 15,160 26.9 

  

下記以外世帯主 

～27歳 27,000円 3,773  6.7 

28 歳～32歳 17,600円 4,292 7.6 

33 歳～ 8,300円 7,094     12.6 

単身赴任手当を

支給されている

世帯主 

公舎等に入居し

ていない職員 

～27歳 40,500円        0 0.0 

28 歳～32歳 26,400円        0 0.0 

33 歳～ 12,400円        0 0.0 

 
 

公舎等に入居し

ている職員 

～27歳 13,500円      0 0.0 

28 歳～32歳 8,800円         0 0.0 

33 歳～ 4,100円     1 0.0 

支給されていない職員 41,221 73.1 

 
    公舎等入居者 587  1.0 

    その他 40,634 72.1 

計 56,381 100.0 

（注） １ 支給対象は、世帯主等である職員のうち、自ら居住するための住宅を借り受け、月額27,000 円以上の家賃

を支払っている職員である。 

２ 年齢は、年度末年齢である。 

３ 金額は、手当の支給額である。 

４ 表中の割合は、全職員に対する各支給区分の職員数の割合を示す。 
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(4) 通勤手当 

通勤手当は、全職員の88.8％にあたる50,055 人が受給している。 

平均手当月額は、全職員１人当たりの平均で10,517 円、支給されている職員１人当たりの平均は11,846

円である。 

（単位：人、％） 

区       分 人員 割合 

 

支給されている職員 50,055 88.8            

      

      
交通機関のみの利用者 35,054 62.2 

交通用具のみの使用者 8,591 15.2 

交通機関及び交通用具の併用者 6,410 11.4 

支給されていない職員 6,326 11.2 

計 56,381 100.0 

 

 

３ 超過勤務等の状況 

  全職員の超過勤務等の月当たりの平均時間数は、10.7 時間であった。医療職（三）の12.1 時間が最も多く、

医療職（一）の5.4 時間が最も少ない。 

（単位：人、時間） 

 
対 象 人 員 

超 過 勤 務 等 の 

月当たり平均時間数 

全     職     員                50,738                  10.7 

行     政     職 
技     能     職 
医   療   職  （一） 
医   療   職  （二） 
医   療   職  （三） 

               44,194 

4,343 

                    7 

                  488 

                1,706 

                  10.9 

8.1 

                   5.4 

                   7.9 

                  12.1 

 
（注）１ 「超過勤務等の月当たり平均時間数」は、令和４年中の超過勤務及び休日勤務の実績を１か月当たりの

平均にしたものである。 
   ２  令和５年４月分給与において管理職手当の支給を受けた職員及び令和４年 12 月１日以降に採用された

職員は、集計の対象から除外した。 
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Ⅱ 令和５年職種別民間給与実態調査の結果 

 
職種別民間給与実態調査とは、特別区職員の給与を検討するために必要な基礎資料を得ることを

目的として、公務に類似する職務に従事する民間従業員の給与等を調査するものである。 

今回の調査では、特別区内の企業規模50人以上、かつ事業所規模50人以上の民間事業所10,018

事業所（母集団事業所）から、無作為に抽出された1,112 事業所を調査した。 

 

１ 初任給 

  新規学卒者の採用を行った企業の事業所の割合は、大学卒71.0％、高校卒23.8％であった。 

  そのうち、初任給を増額した事業所は、大学卒55.8％、高校卒62.9％であった。 

　(単位：％)

(注) １　事務員と技術者のみを対象としたものである。

２　( ) 内は、新規学卒者を採用した企業の事業所数を100とした割合である。

令和5年
大　学　卒

令和4年

初 任 給 の 改 定 状 況

69.9 (31.5) (67.5)

(55.8)

増 額 据 置 き 減 額

新規学卒者の
採 用 あ り

新規学卒者の
採 用 な し

71.0 (44.0) (0.2) 29.0

令和5年 76.2
高　校　卒

(36.0) (1.1)23.8

令和4年 23.8

(62.9)

(40.4) (58.9) 76.2

(1.0)

(0.7)

30.1

 
 

事務員・技術者の平均初任給月額は、採用の有無に関わらず初任給が決まっている事業所について調査し

たところ、以下のとおりであった。 

大　学　卒 223,498 216,459 7,039

事 務 員 223,546 216,149 7,397

技 術 者 223,382 217,113 6,269

高　校　卒 187,698 182,834 4,864

事 務 員 186,424 177,736 8,688

技 術 者 188,309 185,678 2,631

令和5年 増減令和4年

(単位：円)
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（単位：歳、円、％）

令和5年 令和4年 増   減 令和5年 令和4年 増 減 額 増 減 率

部 長 51.3 52.6 △ 1.3 765,760 753,958 11,802 1.6

部 次 長 51.6 51.1 0.5 678,349 694,876 △ 16,527 △ 2.4

課 長 48.1 48.3 △ 0.2 656,332 597,924 58,408 9.8

課長代理 44.1 45.2 △ 1.1 557,088 513,379 43,709 8.5

係 長 43.4 44.2 △ 0.8 511,236 435,048 76,188 17.5

主 任 40.1 41.2 △ 1.1 437,724 363,455 74,269 20.4

係 員 35.0 34.4 0.6 361,722 297,163 64,559 21.7

平  均  年  齢 平  均  給  与  額

２ 役職別の平均給与額 

  職種別の給与では、事務・技術の課長や係長等の公務と民間に共通している 54の職種について、調査日現

在において支払済の４月分の給与額（通勤手当、時間外手当額を除いた所定内給与）等を個人別に調査した。 

  そのうち、代表的な職種である事務・技術について集計した結果は、以下のとおりである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 賞与等 

  特別給については、事業所単位で過去１年間に支給された賞与等の特別給と月例給与の支給総額を調査し、

平均支給額及び平均支給割合を算出した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

また、冬季賞与については、一定率（額）分と考課査定分の配分状況の調査を行った。 

考課査定分が賞与全体に占める割合は、課長級が54.8％、係員が51.6％であった。 

 

賞与の配分状況 (単位：％)

一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分 考課査定分

令和5年 45.2  54.8  48.4  51.6  

令和4年 45.6  54.4  49.0  51.0  

課　長　級 係　　　員

 
 
 
 

令和5年 1,924,598 円 (4.30％) 4.64 月分 （0.08月分）

令和4年 1,845,296 円 4.56 月分

(注)１  平均支給額は、前年８月から当年７月までの合計額である。
　　２  （　）内は対前年増減を示す。

民間における特別給の支給状況

平均支給額 平均支給割合
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４ 給与の改定状況 

  ベースアップについては、実施した事業所の割合が、係員では46.2％、課長級では40.8％であった。また、

慣行なしの事業所の割合は、係員では48.2％、課長級では53.7％であった。 

 

ベース改定の状況 (単位：％)

ベースアップ実施 ベースアップ中止 ベースダウン
ベース改定
の慣行なし

0.4 48.2

53.7

令和4年 29.4  8.1 0.5

26.1  7.7

 5.5 0.0

令和4年

係　員
令和5年 46.2  5.2

0.5 65.7

62.0

課長級
令和5年 40.8

 
 

定期昇給については、実施した事業所の割合が、係員では82.0％、課長級では74.8％であった。昇給額に

ついては、昨年より増額した事業所の割合が、係員では37.5％、課長級では31.9％であった。 

 

定期昇給の状況 (単位：％)

(注)  ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計したものである。

24.9

3.5 24.275.8 72.3 26.4 0.7 45.2

75.1

18.0

84.8 82.5 31.3 0.0 51.2 2.3 15.2

37.582.0 0.0

74.8 31.9 1.0 41.9 0.3

82.0 42.81.7

定期昇給
制度あり

定期昇給
制度なし

定期昇給実施 定期昇給
中止増額 減額 変化なし

係　員

課長級

令和5年

令和4年

令和5年

令和4年
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Ⅲ 令和５年職員の給与等に関する報告及び勧告 
 
給与勧告は、公務員が民間企業の勤労者とは異なり、争議権などの憲法上の労働基本権が制約されて

いることの代償措置として、職員に対し、社会一般の情勢に適応した給与を確保する機能を果たしてい

る。本委員会は、職員の給与水準を民間の給与水準に均衡させること（民間準拠）を基本に給与勧告を

行っている。 

本委員会は、令和５年 10 月 11 日、各特別区の議会及び区長に対し、職員の給与等について報告及び

勧告を行った。 

〔本年のポイント〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の給与に関する報告・勧告 

Ⅰ 職員と民間従業員との給与の比較 

１ 職員給与等実態調査の内容（令和５年４月） 

職 員 数 
民間従業員と比較した職員 

職 員 数 平均給与月額 平 均 年 齢 

56,381人 31,643人 379,462円 38.9歳 

２ 民間給与実態調査の内容（令和５年４月） 

区  分 内         容 

調査対象規模 企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の事業所 

事 業 所 数 特別区内の1,112民間事業所を調査（調査完了658事業所） 

３ 公民比較の結果 

    ○月例給 

民間従業員 職   員 差 

383,184円 379,462円 3,722円（0.98％） 

（注）民間従業員、職員ともに本年度の新卒採用者は、含まれていない 

○特別給 

民間支給割合 職員支給月数 差 

4.64月分 4.55月 0.09月 

４ 本年の公民較差算出 

本年の勧告に関しては、差額支給者を公民比較対象職員から除外して公民較差を算出する、一

時的、特例的な措置を執り公民比較を行った結果、職員の給与が民間従業員の給与を下回ってい

た較差3,722円（0.98％）を解消するため、月例給を引き上げることとし、給料表を改定するこ

とが適当であると判断した。差額支給者を除外しない場合の公民較差は2,526円である。 

3,000円以上のベースアップは25年振り ※平成10年勧告以来 

■ 公民較差：3,722円（0.98％） ※いわゆる「ベア」に相当 
 
■ 月例給：初任給、若年層に重点を置きつつ、全ての級及び号給で1,000円以上の引上げ 

【初任給】Ⅰ類：8,000円増 Ⅲ類：6,000円増 
 
■ 特別給（期末手当・勤勉手当）：年間の支給月数を0.1月引上げ（現行4.55月→4.65月） 

一般職員は勤勉手当に割り振り、管理職員は期末手当及び勤勉手当に均等に配分 
 
■ 職員の平均年間給与は、約10万２千円の増（公民比較対象職員） 
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５ 差額支給 

給料表の切替の際に特段の措置によって生じた差額支給については、着実な解消を図るべきもの 

である。しかし、差額支給者の人数は昨年４月１日時点の1,147人に対し、本年４月１日時点で864 

人、減少数は283人、任用面により差額支給が解消されたのは昇任者の24人で約８％に過ぎず、 

解消に向けての十分な措置が講じられたとは言えない状況である。任命権者においては、引き続き、 

差額支給の着実な解消に向けて、より一層の積極的な取組を講じられたい。 

Ⅱ 改定の内容 

１  給料表 

(1)行政職給料表（一） 

・初任給について、民間企業や国における初任給の動向等を踏まえて引上げ 

・若年層の職員に重点を置きつつ、全ての級及び号給について給料月額の引上げ 

 現行給料月額 改定後給料月額 改 定 額 

Ⅰ 類 188,200円 196,200円 8,000円 

Ⅲ 類 152,100円 158,100円 6,000円 

 (2)その他の給料表等 

・その他の給料表は、行政職給料表（一）との均衡を考慮した改定 

・定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額は、各級の改定額を踏まえ、所要の引上げ 

２  特別給（期末手当・勤勉手当） 

・民間における特別給の支給状況を勘案し、年間の支給月数を0.1月引上げ 

（現行4.55月→4.65月） 

・支給月数の引上げ分については、民間の状況等を考慮し、一般職員は勤勉手当に割り振り、管

理職員は期末手当及び勤勉手当に均等に配分 

３ 実施時期 

・月例給：令和５年４月１日 特別給：条例の公布の日 

（参考１）公民較差解消による配分 

給    料 諸 手 当 はね返り 計 

3,102円 0円 620円 3,722円 

（参考２）公民較差に基づく給与改定による平均年間給与の増加額（公民比較対象職員） 

改定前 改定後 差 

約6,341千円 約6,443千円 約102千円 

 

人事･給与制度に関する意見 

⑴ 未来を切

り拓く人材

の確保と育

成 

・変化が激しく、複雑化・高度化する社会情勢を見据えた的確な対応が求められる 

・職員の知識と経験等を最大限に活かすとともに、未来を切り拓く人材の確保と採

用後の育成が不可欠 

⑵ 時代に応

じた採用制

度の見直し 

■将来を見据えた人材確保・育成策の検討 

・持続的に魅力ある職場づくりを進めることで、有為な人材の確保につなげること

ができる 

・民間の動向も踏まえた採用制度の改善のみならず、選考に関する基準や任命権者

への委任の在り方等についても研究  
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（注） H29の課長補佐は総括係長、主査は係内主査、
主任は主任主事、1級職は旧1・2級職 

・主体的・積極的に取り組めるキャリア形成に必要な研修とともに、特別区の特性

を活かした研修を実施し、互いに高め合うことが重要 

■障害者の雇用促進 

・法定雇用率（2.6％）を達成した区は13区。法改正により、令和８年７月には3.0％

となることから更に障害者雇用を強力に推し進めることが必要 

・常勤職員雇用のみならず多様な雇用形態促進、能力を発揮できる職場環境整備が

必要 

■自治体ＤＸの推進に向けた人材の確保と育成 

・複雑化・高度化する社会のニーズに応えるためには、専門知識をもつ人材の確保

は必須であり、事務「ＩＣＴ」職員、一般任期付職員、会計年度任用職員等の多

様な雇用形態の活用が重要 

・全職員のデジタルリテラシー向上のためのスキルアップ研修等の実施 

■専門人材の活用 

・行政が担うべき分野の拡大に伴い、専門的な知識や有為な人材確保が必要  

・一般任期付職員の活用とともに、特定任期付職員の制度導入の検討が必要 

⑶ 人材の育

成 

■人事評価制度の適切な運用 

・管理職への本人開示制度の整備及び評価者研修の確実な実施が必要 

・全ての昇任選考等における複数年度の人事評価の活用により、選考の精度を高め

ることが必要 

■管理職の確保と育成 

・安定した区政運営を進めるため、管理職を担う人材を計画的に確保・育成 

・種別Ⅰ類は、中長期的に区政運営を担う人材、種別Ⅱ類は、即戦力として期待 

■女性活躍の推進 

・女性職員の活躍に向けた適切な目標管理、能力のある職員の登用を積極的に進め

る 

・昇任への不安解消に向けたサポートや職場風土の醸成に資する取組の推進 

⑷ 行政系人

事・給与制度

改正におけ

る現状と課

題 

 

～制度改正か

ら5年～ 

■職員構成の変化 

・主任職の割合は減少、主査の割合は増加 

・主任職及び係長職の30歳台職員の登用が進む 

・係長職の拡大とともに、課長補佐・管理職の確保へつなげる 

■若年層職員の昇任意欲の醸成 

・主任職昇任選考（種別Ａ）受験率の減少（平成29年度69.4%⇒令和４年度52.2%） 

・主任職が係の中心的な役割を担い、キャリア形成のための最初の一歩にあたるこ

とを意識させながら、昇任意欲の醸成を行うことが必要 

・若年層職員の増加を踏まえ、昇任へのモチベーション維持・向上のための試験制

度の工夫や主任職の定数管理に留意 

■知識・経験が豊富な職員の活

躍促進 

・50歳台職員については、係長

職が増える一方、主任職に多

く留まる 

・知識や経験が豊富な職員の活

躍を促すため、能力を発揮で

きる環境整備が必要 

・特に主任職は、主要な職員の

年齢構成が30歳台から50歳

台と幅が広く、能力を発揮で

きる役割の設定等、実態に応

じた職の在り方について検討

が必要 

・給与面においては、行（一） 

２級において高位号給職員の人数が増加していることに留意（特に最高号給 

適用者）。職員の平均給与が高くなり、公民比較において影響を及ぼす 
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■差額支給解消に向けた具体的取組の実施 

・差額支給者は令和５年時点864人まで減少。解消に向け積極的かつ具体的な取組

が必要 

 

▶▶▶ 適正な職員構成や職の在り方の検討が必要 

 

勤務環境の整備等に関する意見 

⑴ 誰もが活躍

できる勤務環

境づくり 

・ライフスタイルや働き方に対する価値観の多様化に伴い個性や事情が配慮され

る職場の環境づくりを推進  

・多様な働き方の選択で、個人の生活の豊かさ、仕事の質と組織全体の効率性・

生産性を高める 

■職員のやりがいや意欲を高める環境づくり 

（勤務環境の制度・整備等） 

・テレワーク及び時差勤務制度の利用拡大、希望するときに利用できる環境整備

促進 

・フレックスタイム制及び勤務間インターバル制度導入の検討が必要 

（仕事と生活の両立支援） 

・誰もが性別にかかわりなく仕事と生活を両立するための支援制度が必要  

・性別による役割意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を変え、

誰もが働きやすい環境を整備するために、まずは、男性職員の育児への更なる

参加を促進していくことが必要 

・男性職員の育児休業取得率は61.1％、各区における取得率には差がある  

（性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性を尊重した勤務環境の整

備） 

・正しい知識を持ち、理解を更に深めていくことが必要 

■魅力ある職場の基礎となる勤務環境づくり 

（客観的な方法による労働時間の状況の把握） 

・職員の労働時間の客観的な把握は法的義務  

・職員の出勤・退勤時刻をタイムカード等により記録していない区（常勤職員２

区、会計年度任用職員７区）は、直ちに対策を講ずることが必要 

（長時間労働の是正） 

・長時間労働の是正は重要。ＩＣＴを活用した業務効率化、人員の配置等の方策

を駆使し、超過勤務縮減 

・教職員の長時間労働是正は喫緊の課題。各教育委員会は、実効性の伴う対策が

必要 

（年次有給休暇の取得促進） 

・国の目標値である取得率70％以上を目安に目標値設定と取得促進対策が必要 

・平均取得日数は全区で14日を上回っているが、職層別に差があり管理職の率先

取得を推進 

（メンタルヘルス対策の推進） 

・病気休職者数のうち心の健康問題による割合は、80％を超え高水準で推移  

・管理職の役割が重要。対応能力を向上させる研修の実施が必要  

・職員のセルフケアが未然防止に有効、そのための研修が必要 

（ゼロ・ハラスメント対策） 

・根絶の第一歩は正しい知識と理解。全職員の定期的な研修受講が必要  

・区の外部にも相談窓口を設置するなど、相談体制を拡充 

⑵ 区民からの

信頼の確保 

・コンプライアンス意識の醸成・向上、公平かつ厳正な懲戒手続の実践 
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Ⅳ 「職員に関する条例」等の制定改廃等 

 

１ 各特別区の「職員に関する条例」等の主な改正内容 

令和５年度における各特別区の「職員に関する条例」等の主な改正内容は次のとおりである。 

 

⑴ 給与改定に係る規定整備 

ア 給料表の改定 

  公民比較の結果、職員の給与が民間従業員の給与を3,722円（0.98％）下回っていたことから、こ

の較差を解消するため、月例給の引上げを行うこととし、給料表の改定が行われた。国や民間企業

における初任給の動向等を踏まえ、初任給と若年層に重点を置きつつ、全ての級及び号給で 1,000 円

以上の引上げを行った。 

イ 特別給（期末手当・勤勉手当）の改正 

  民間の支給割合を勘案し、年間支給月数を0.1月引き上げ、4.65月とした。引上げ分については、

民間の考課査定分の配分状況等を考慮し、一般職員は勤勉手当に割り振り、管理職員は期末手当及

び勤勉手当に均等に配分した。 

 

⑵ パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等の取扱いとする規定整備 

給与制度・休暇制度において、配偶者を対象とする部分について、パートナーシップ関係の相手方

等を配偶者等と同等の取扱いとする規定整備を行った。 

なお、上記規定整備の内容で「パートナーシップ関係の相手方等」と記載した内容は相手方の父母

を含み、「配偶者等」と記載した内容は親族を含む。 

 

⑶ 会計年度任用職員の勤勉手当の支給に伴う規定整備 

地方自治法改正に伴い、会計年度任用職員について、令和６年４月１日以降、勤勉手当を支給する

ための規定整備を行った。 
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２ 「職員に関する条例」の制定改廃に伴う意見の申出 
地方公務員法第５条第２項の規定に基づく各区議会からの意見聴取に対して、本委員会が行った意見の

申出の状況は、次のとおりである。 

 

⑴ 勤務時間条例＜意見聴取＞        
 条 例 名 内 容 

 2-(1)     

 ①職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 ①パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備〔新宿、文京、品川以外〕  ②幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例  ②配偶者同行休業の取得等に伴う任期付の採用及び臨

時的任用制度の導入に伴う規定整備〔墨田、板橋〕    
   

  
   

   
  ③妊娠初期休暇から妊娠症状対応休暇への名称変更

〔江戸川〕       
   

   
  ④早期流産休暇の新設〔足立〕 

   
   

  ⑤文言整理〔台東、渋谷、荒川〕 

 区 名 千代田 中央 港 台東 墨田 江東 目黒 大田 

 年.月.日 5.11.30 5.6.19 5.6.21 5.6.2 5.9.11 6.2.5 5.9.13 5.8.28 5.9.11 

 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 

 5.6.7 5.6.1 6.2.14 5.6.22 5.5.25 5.6.19 5.6.14 5.8.28 5.6.1 6.2.9 

 練馬 足立 葛飾 江戸川 
  5.6.9 5.6.21 5.9.13 5.6.1 5.6.12 6.2.13 

 

⑵ 育児休業条例＜意見聴取＞ 
       

 条 例 名 内 容 

 2-(2)-1            

 職員の育児休業等に関する条例 ①パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取

扱いとする規定整備〔新宿、文京、品川、荒川以外〕    

   ②部分休業や介護時間を取得する場合に高齢者部分休

業との取得時間に関する調整規定を設けるための規

定整備〔新宿、台東、大田、豊島、北、板橋、葛飾〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ③育児休業等の対象となる子の範囲を拡大する規定整

備〔世田谷〕    
   

  
   

   
  ④文言整理〔渋谷〕    

 区 名 千代田 中央 港 新宿 台東 墨田 江東 目黒 

 年.月.日 5.11.30 5.6.19 5.6.21 5.6.9 5.6.2 5.9.11 5.9.11 5.9.13 5.8.28 

 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 

 5.9.11 5.6.7 6.2.13 5.6.1 6.2.14 5.6.22 5.5.25 5.6.19 5.9.15 5.6.14 

 北 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 0 

0  5.9.6 5.11.28 5.6.1 5.6.9 5.6.21 5.6.1 5.9.11 5.6.12 

 

⑶ 給与条例＜意見聴取＞        
 条 例 名 内 容 

 2-(3)-1     

 ①職員の給与に関する条例 ①パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取

扱いとする規定整備  ②幼稚園教育職員の給与に関する条例 
 ③会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 ②人事委員会勧告に基づく給料表の改定 
  ③期末手当及び勤勉手当の支給月数の改正に伴う規定

整備    
   

  



05-4 第６章（給与Ⅳ）(P59-80)  

- 61 - 
 

   
   

  ④常勤職員の給与改定が行われた場合における会計年

度任用職員の取扱いに関する規定整備         
        ⑤会計年度任用職員の令和５年度中の期末手当の支給

月数の改正に伴う規定整備         
        ⑥会計年度任用職員の令和６年度以降の期末手当の支

給月数の改正に伴う規定整備         
        ⑦会計年度任用職員の勤勉手当の支給に伴う規定整備 
        ⑧条例改正に伴い発生した給与の差額支給日を明記す

る規定整備〔千代田、中央、文京、江東、大田、葛

飾〕 

        

      
        ⑨自己啓発等休業制度導入に伴う規定整備〔荒川、板

橋〕         
        ⑩職種又は職の分類により難い会計年度任用職員の報

酬等の額を改正する規定整備〔港、豊島、練馬〕         
           ⑪文言整理       
 区 名 千代田 中央 港 新宿 

 年.月.日 5.11.30 5.6.19 5.11.17 5.11.30 5.6.21 5.9.11 5.11.29 5.6.9 5.9.20 

 新宿 文京 台東 墨田 江東 

 5.12.7 5.8.21 5.11.27 5.6.2 5.9.11 5.11.30 5.9.11 5.11.29 5.9.13 5.11.28 

 品川 目黒 大田 世田谷 渋谷 

 5.6.22 5.11.27 5.8.28 5.11.24 5.9.11 5.11.28 5.6.7 5.11.28 5.6.1 5.11.27 

 渋谷 中野 杉並 豊島 

 6.2.14 5.6.22 5.10.3 5.11.28 6.3.4 5.5.25 5.11.27 5.6.19 5.11.22 6.2.9 

 北 荒川 板橋 練馬 

 5.6.14 5.9.6 5.11.30 5.8.28 5.11.8 5.11.27 5.6.1 5.11.28 5.6.9 5.11.30 

 練馬 足立 葛飾 江戸川 0 

0  6.2.6 5.6.21 5.9.13 5.11.30 5.6.1 5.9.11 5.11.27 5.6.12 5.11.24 

 

⑷ 公益的法人派遣条例＜意見聴取＞       
 条 例 名 内 容 

 2-(4)-1     

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 ①派遣先団体の名称変更〔渋谷、板橋、足立〕 
   ②公益的法人等への派遣職員に対して、区が給与を支

給するための規定整備〔墨田〕    
   ③派遣可能団体の追加〔文京、墨田、杉並、足立、江

戸川〕    
   

  
   

   
  ④文言整理〔足立〕 

 
  

 区 名 文京 墨田 渋谷 杉並 板橋 足立 江戸川 0 

0  年.月.日 6.1.17 6.2.5 6.2.14 6.2.2 6.2.9 5.9.13 5.11.30 6.2.13 
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⑸ 特殊勤務手当条例<意見聴取＞       
 条 例 名 内 容 

 2-(5)-1     

 職員の特殊勤務手当に関する条例 ①新型コロナウイルス感染症に係る諸手当の廃止に伴

う規定整備〔中央、新宿、文京、台東、墨田、江東、

品川、世田谷、渋谷、杉並、北、荒川、板橋、足立、

江戸川〕 

   

   

   ②諸手当の支給対象職員や支給範囲の変更に伴う規定

整備〔文京、品川、北〕    
   

   
  ③児童相談所業務手当の支給上限額を改める規定整備

〔中央、文京、中野〕    
   

  
   

   
  ④養護学園業務手当の支給区分の一部を廃止し、支給

額を改める等の規定整備〔中央〕    
   

  
   

   
  ⑤文言整理〔千代田、江東、大田、渋谷、荒川以外〕 

 区 名 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 
 年.月.日 5.6.19 6.2.26 6.2.15 6.2.16 5.8.21 6.1.17 5.6.2 6.2.5 5.6.13 
 墨田 江東 品川 目黒 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 
 5.11.27 5.9.13 5.6.22 6.2.13 5.8.28 5.6.7 5.11.27 5.6.22 5.5.25 5.6.19 
 北 荒川 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 0 

00  5.9.6 5.8.28 5.11.28 6.2.6 5.9.13 5.11.27 6.2.9 5.9.15 

 

⑹ 退職手当条例<意見聴取＞        
 条 例 名 内 容 

 2-(6)-1    

 職員の退職手当に関する条例 ①パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取

扱いとする規定整備    
   ②自己啓発等休業期間を休職月等に加える規定整備

〔品川〕    

   ③文言整理〔港、江東、品川、渋谷、中野、杉並〕 

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 

 年.月.日 5.11.30 5.6.19 5.6.21 5.6.9 5.8.21 5.6.2 5.9.11 5.9.13 5.6.22 

 目黒 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 

 5.8.28 5.9.11 5.6.7 5.6.1 6.2.14 5.6.22 5.5.25 5.6.19 5.6.14 5.8.28 

 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川  
 5.6.1 5.6.9 5.6.21 5.6.1 5.6.12 

 

⑺ 旅費条例<意見聴取＞        
 条 例 名 内 容 

 2-(7)-1     

 職員の旅費に関する条例 ①移転料及び扶養親族移転料の支給要件について、パ

ートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取扱

いとする規定整備 

   
   
   ②職員が旅行中に死亡した場合の旅費を支給する「遺

族」の範囲について、パートナーシップ関係の相手

方を配偶者と同等の取扱いとする規定整備〔千代田、

港、江東、目黒、大田、杉並、板橋、練馬、足立〕 

   
   
   

   
  

   
   

  ③文言整理〔港、江東、渋谷、中野、杉並、豊島、練

馬、足立〕    
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 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 

 年.月.日 5.11.30 5.6.19 5.6.21 5.6.9 5.8.21 5.6.2 5.9.11 5.9.13 5.6.22 

 目黒 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 

 5.8.28 5.9.11 5.6.7 5.6.1 6.2.14 5.6.22 5.5.25 5.6.19 6.2.9 5.6.14 

 荒川 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 
  5.8.28 5.6.1 5.6.9 5.6.21 5.6.1 5.6.12 

 

⑻ 学校教育職員関係＜意見聴取＞       
 条 例 名 内 容 

 2-(8)-1     

 ①学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条 

 例 

①パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備  

 ②学校教育職員の給与に関する条例   ②人事委員会勧告に基づく給料表の改定 
 ③学校教育職員の旅費に関する条例 ③期末手当及び勤勉手当の支給月数の改正に伴う規定

整備    
       ④文言整理〔品川、杉並〕    

 区 名 品川 中野 杉並 
  年.月.日 5.6.22 5.11.27 5.6.22 5.11.28 5.5.25 5.11.27 

 

⑼ その他＜意見聴取＞        
 条 例 名 内 容 

 2-(9)-1     

 ①職員の自己啓発等休業に関する条例 ①自己啓発等休業制度導入に伴う規定整備〔荒川、板

橋〕  ②職員の配偶者同行休業に関する条例 
 ③職員の高齢者部分休業に関する条例 ②自己啓発等休業制度導入に伴い休業の承認の取消事

由を追加する規定整備〔板橋〕  ④昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除及び職員の賠

償責任に基づく債務の免除に関する条例  ③配偶者同行休業の取得等に伴う任期付の採用制度の

導入に係る規定整備〔台東、墨田、江東、板橋〕         
   

   
  ④高齢者部分休業導入に伴う規定整備〔新宿、文京、

台東、江東、品川、目黒、中野、杉並、豊島、北、

板橋、練馬、葛飾〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ⑤高齢者部分休業導入に伴い承認する休業時間の範囲

及び承認する期日を規則に委任する規定整備〔新宿、

文京、台東、江東、品川、目黒、中野、杉並、豊島、

北、板橋、練馬〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  
   

   
  ⑥条例の廃止〔世田谷〕    

 区 名 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 目黒 

 年.月.日 5.6.9 5.10.23 5.9.11 6.2.5 6.2.5 5.9.13 6.2.14 5.6.22 5.8.28 
 世田谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 練馬 葛飾 

 6.2.13 5.11.28 5.5.25 5.9.15 5.9.6 5.11.8 5.11.28 6.2.9 5.6.9 5.9.11 
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３ 条例又は規則に基づく人事委員会の承認等 

  各特別区における「職員に関する条例」又はこれらに基づく人事委員会規則の適用に際して、あらか

じめ人事委員会の承認又は同意を得なければならないとされている事項について、本委員会が承認及び

同意をしたものは、次のとおりである。 

なお、教育委員会からの申請については、区名の直後に「教」を付した。 

 

⑴ 勤務時間規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(1)-1     

 ①職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規  

 則 
①パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備〔文京、品川、文京教、品

川教以外〕 

 

 ②幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則  ②夏季休暇の取得期間を延長するための規定整備〔港、

新宿、墨田、大田、世田谷、豊島、練馬、港教、新

宿教、世田谷教、豊島教、練馬教〕 

 ③会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る規則  
 

 
③部分休業や介護時間を取得する場合に高齢者部分休

業や育児時間との取得時間に関する調整規定を設け

るための規定整備〔新宿、台東、大田、豊島、北、

板橋、練馬、葛飾、台東教、豊島教、北教、練馬教、

葛飾教〕 

   
   

  
 

    
  

    
 

 

       ④出産支援休暇の時間単位取得を認める規定整備〔足

立、江戸川、江戸川教〕         
        ⑤早期流産休暇及び妊娠症状対応休暇の新設〔足立〕 
        ⑥出産支援休暇等の残日数に１時間未満の端数がある

ときに、残日数のすべてを使用することができる取

扱いとする規定整備〔練馬〕 

        
        
        ⑦妊娠初期休暇（妊娠症状対応休暇）の要件緩和に関

する規定整備〔江戸川、江戸川教〕         
        ⑧介護休暇の被介護者の範囲を変更する規定整備〔大

田〕         
   

   
  ⑨母体保護休暇の取得対象期間を妊娠中全期間とする

ための規定整備〔江戸川、江戸川教〕    
   

  
   

   
  ⑩慶弔休暇のうち、職員の父母の追悼のための特別な

行事を行う場合の休暇に、配偶者及び子を追加する

規定整備〔板橋教〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ⑪妊娠出産休暇の期間の取扱いの規定整備〔足立〕 
   

   
  ⑫出産支援休暇の取得可能期間を明確化する規定整備

〔足立〕    
   

  
   

   
  ⑬介護休暇と短期の介護休暇を時間単位で併用する規

定整備〔足立〕    
   

  
   

   
  ⑭短期の介護休暇の申請方法に係る規定整備〔千代田

教〕    
   

  
   

   
  ⑮育児介護休業法の改正に伴い、子の範囲を整理する

ための規定整備〔中央、中央教〕    
   

  
   

   
  ⑯1日７時間45分を超える勤務時間の割振りを行うこ

とを可能とする規定整備〔品川〕    
   

  
   

   
  ⑰1日７時間45分を超える勤務時間の割振りを行うこ

とを可能とする規定整備に伴い、介護時間の承認に

ついて２時間を限度とする規定整備〔品川〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ⑱災害休暇とボランティア休暇を加える規定整備〔杉

並、杉並教〕    
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  ⑲１年間に取得した病気休暇を通算する規定整備〔板

橋〕    
   

  
   

   
  ⑳特別休暇等の付与にあたり任期や勤務日数等の要件

を加える規定整備〔新宿〕    
   

  
        ㉑子の看護のための休暇の対象を拡大する規定整備

〔品川、品川教〕         
        ㉒深夜勤務の制限等において、対象となる子の範囲を

拡大するための規定整備〔世田谷、世田谷教〕         
        ㉓定年引上げに伴う規定整備〔江戸川、江戸川教〕 
        ㉔育児・介護を行う職員等が休憩時間の弾力化を実施

するための規定整備〔港、港教〕         
        ㉕電算システム導入に伴う規定整備〔千代田、渋谷、

千代田教、渋谷教、練馬教〕    
   

  
        ㉖病気休暇の一部規定について、条件付採用期間中の

職員への適用を除外する規定整備〔板橋〕         
        ㉗配偶者同行休業の取得等をする職員の代替として採

用する任期付職員に係る規定整備〔台東、板橋〕        
       ㉘育休任期付職員制度導入に伴う規定整備〔板橋〕 
   

   
  ㉙常勤職員又は会計年度任用職員から引き続いて臨時

的任用職員となる場合に年次有給休暇を繰り越すた

めの規定整備〔新宿、新宿教〕 

   
   

  
       
       

㉚会計年度任用職員の休暇について常勤職員との均衡

を図るための規定整備〔中央、港、新宿、墨田、大

田、世田谷、渋谷、豊島、練馬、足立、江戸川、港

教〕 

       
       
   

   
  

   
   

  ㉛会計年度任用職員の夏季休暇の取得日数に関する取

得要件を改正するための規定整備〔世田谷〕    
   

  
   

   
  ㉜文言整理〔中央、港、新宿、台東、江東、目黒、大

田、世田谷、渋谷、杉並、豊島、北、板橋、練馬、

足立、葛飾、江戸川、中央教、港教、新宿教、台東

教、江東教、目黒教、世田谷教、杉並教、豊島教、

北教、江戸川教〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  
   

   
  

   
   

  ㉝様式変更〔千代田、中央、港、江東、目黒、大田、

世田谷、渋谷、中野、杉並、板橋、練馬、足立、千

代田教、中央教、港教、台東教、江東教、目黒教、

世田谷教、渋谷教、中野教、杉並教、北教、練馬教〕 

   
   

  

  

  

   
  

  

 区 名 千代田 中央 港 新宿 

 年.月.日 5.12.25 6.3.13 5.6.30 5.6.26 5.8.17 6.3.19 5.11.22 5.6.7 6.3.15 

 台東 墨田 江東 品川 目黒 大田 

 5.6.16 5.10.19 6.3.15 5.9.29 6.3.13 5.10.25 6.3.13 5.9.28 5.9.26 6.3.6 

 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 

 5.6.22 6.3.1 5.6.19 5.7.19 6.3.14 5.7.12 5.6.19 6.3.7 5.7.6 5.10.26 

 豊島 北 荒川 板橋 練馬 

 6.3.6 5.6.19 5.9.19 5.10.24 5.6.26 5.12.15 6.3.6 6.3.13 5.6.27 6.3.25 

 足立 葛飾 江戸川 千代田教 中央教 

 5.6.28 5.9.29 6.2.15 5.6.22 5.10.19 5.6.28 6.3.19 6.3.13 6.3.26 5.6.21 

 港教 新宿教 台東教 墨田教 江東教 品川教 

 5.6.29 5.8.17 6.3.19 5.7.12 6.3.21 5.6.2 5.10.27 5.9.27 5.10.25 6.3.26 

 目黒教 世田谷教 渋谷教 中野教 杉並教 豊島教 

 5.9.22 5.6.22 6.3.1 5.6.19 5.7.14 5.6.19 6.3.7 5.7.6 6.3.6 6.3.27 
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 北教 荒川教 板橋教 練馬教 葛飾教 江戸川教 0 

0  5.7.6 5.10.2 5.10.24 5.6.26 5.6.20 6.3.19 5.10.19 5.6.28 6.3.13 

 

 規 則 名 内 容 

 3-(1)-2     

 学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

施行規則 
①パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備〔中野教、杉並教〕  

   
   

  ②都費負担教育職員との均衡を図るための規定整備

〔杉並教〕    
   

  
   ③子の看護のための休暇の対象を拡大する規定整備

〔品川教〕    
   ④文言整理〔品川教、杉並教〕 
   ⑤様式変更〔中野教、杉並教〕 

 区 名 品川教 中野教 杉並教 
  年.月.日 6.3.26 5.7.14 5.6.19 5.12.27 

 

⑵ 育児休業規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(2)     

 職員の育児休業等に関する条例施行規則 ①パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取

扱いとする規定整備〔新宿、文京、品川以外〕    
   ②育児休業中に取得できない休暇を追加する規定整備

〔杉並、足立〕    
       ③電算システム導入に伴う規定整備〔千代田、渋谷〕 
   ④会計年度任用職員の休暇について常勤職員との均衡

を図るための規定整備〔葛飾、江戸川〕    
   

   
  ⑤文言整理〔千代田、台東、目黒、渋谷、中野、足立、

江戸川〕    
   

  
   ⑥様式変更〔千代田、江東、目黒、世田谷、渋谷、杉

並、北、足立〕    

 区 名 千代田 中央 港 台東 墨田 江東 目黒 
 年.月.日 5.12.25 6.3.13 5.6.30 5.6.26 5.6.16 5.9.29 5.10.25 5.9.28 6.3.18 
 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 
 5.9.26 5.6.22 6.3.1 5.6.19 6.3.14 5.7.12 5.6.19 6.3.7 5.7.6 5.6.19 
 荒川 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 

  5.10.24 5.6.26 5.6.27 5.6.28 5.9.29 5.6.22 5.6.28 6.3.19 

 

⑶ 給与条例規則＜承認申請・協議事項＞      
 規 則 名 内 容 

 3-(3)-1     

 ①職員の給与に関する条例施行規則 ①パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取

扱いとする規定整備〔中央、港、新宿、墨田、目黒、

荒川、練馬、港教、新宿教、目黒教、荒川教〕 

 ②幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則 
 ③会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

施行規則  ②電算システム導入に伴う規定整備〔千代田、千代田

教〕    



05-4 第６章（給与Ⅳ）(P59-80)  

- 67 - 
 

       
③会計年度任用職員の勤勉手当の支給に伴う規定整備

〔千代田、中央、港、新宿、文京、台東、墨田、江

東、品川、目黒、大田、世田谷、渋谷、中野、杉並、

豊島、北、荒川、板橋、練馬、足立、葛飾、江戸川、

港教、杉並教〕 

       
       
       
       
   

   
  ④会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の算

出基礎となる手当の改正に伴う規定整備〔中央、台

東、豊島、江戸川〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ⑤会計年度任用職員の給与の減額免除において常勤職

員との均衡を図るための規定整備〔新宿、品川、杉

並、豊島、板橋、葛飾、港教、杉並教〕 

   
   

  

      
   

   
  ⑥「語学指導等を行う外国青年招致事業」により招致

される外国青年を会計年度任用職員として任用する

にあたっては、勤勉手当の支給対象外とする規定整

備〔港〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  
   

   
  ⑦文言整理〔千代田、中央、新宿、文京、台東、墨田、

江東、品川、大田、世田谷、杉並、北、足立、葛飾、

港教、杉並教〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ⑧様式変更〔千代田、新宿、文京、台東、江東、大田、

杉並、練馬、足立、千代田教、文京教、江東教、品

川教〕 

   
   

  
   

   
  

 区 名 千代田 中央 港 
 年.月.日 5.12.25 6.3.13 6.3.29 5.6.30 5.12.1 6.3.27 6.3.28 5.6.26 6.3.26 
 新宿 文京 台東 墨田 
 5.6.16 6.3.15 5.8.31 6.3.19 5.6.28 5.11.30 6.3.25 5.9.29 5.11.29 6.2.13 
 墨田 江東 品川 目黒 大田 世田谷 
 6.3.21 5.10.25 6.3.15 6.3.13 6.3.25 5.9.28 6.3.18 5.9.26 6.3.19 5.11.30 
 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 
 6.3.14 6.3.26 5.6.19 6.3.7 5.9.28 6.3.27 5.12.5 6.3.27 5.10.24 5.12.7 
 荒川 板橋 練馬 足立 葛飾 
 6.3.29 5.11.30 6.3.13 6.3.14 5.6.27 6.1.24 5.6.28 6.3.27 5.11.27 6.1.29 
 葛飾 江戸川 千代田教 港教 新宿教 文京教 
 6.2.27 6.3.15 5.11.27 6.3.19 6.3.13 6.3.26 5.6.29 6.3.15 5.7.12 5.9.15 
 江東教 品川教 目黒教 杉並教 荒川教 

  5.10.25 5.7.12 5.9.22 6.3.7 5.10.24 

           
 規 則 名 内 容 

 3-(3)-2     

 学校教育職員の給与に関する条例施行規則 様式変更〔品川教〕 

 区 名 品川教 
  年.月.日 5.7.12 

 

⑷ 職務専念義務及び給与減額の免除＜意見聴取・承認事項＞    
 職 免 等 内 容 

 3-(4)-1     

 職員の職務に専念する義務の免除及び給与減額の免除

について（個別申請） 
①幹部職員の兼業許可に伴う職務専念義務の免除及び

給与減額の免除（北千住都市開発株式会社）〔足立〕  

   

  
②幹部職員の兼業許可に伴う職務専念義務の免除及び

給与減額の免除（足立市街地開発株式会社）〔足立〕  
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  ③幹部職員の兼業許可に伴う職務専念義務の免除及び

給与減額の免除（東長崎駅・椎名町駅整備株式会社）

〔豊島〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ④2023 年スペシャルオリンピックス夏季世界大会・ベ

ルリンに卓球競技の日本代表選手として参加する職

員の大会参加への参加期間にかかる職務専念義務及

び給与の減額を免除する。〔豊島〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  

 区 名 豊島 足立 
  年.月.日 5.5.12 5.6.12 5.6.2 

 
 職 免 等 内 容 

 3-(4)-2     

 職員の職務に専念する義務の免除及び給与減額の免除

について 
①予防接種法に基づく予防接種を受ける職員に対する

職務専念義務及び給与の減額の免除に係る規定整

備〔荒川、荒川教〕 

 

   
   ②令和６年能登半島地震に伴い職員の親族等が被災

し、その復旧作業のために帰省する職員に対し、職

務専念義務及び給与の減額を免除する規定整備〔江

東、港教、葛飾教以外〕 

   
   
   

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 品川 目黒 

 年.月.日 6.1.31 6.2.1 6.1.25 6.2.2 6.2.2 6.1.31 6.2.14 6.1.29 6.3.6 
 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 
 6.1.25 6.1.25 6.1.31 6.2.2 6.1.25 6.2.13 6.2.7 5.4.28 6.1.31 6.1.31 

 練馬 足立 葛飾 江戸川 千代田教 中央教 新宿教 文京教 台東教 
 6.1.31 6.1.25 6.1.31 6.1.31 6.1.30 6.2.1 6.2.15 6.2.7 6.2.2 6.2.2 

 墨田教 江東教 品川教 目黒教 大田教 世田谷教 渋谷教 中野教 杉並教 豊島教 
 6.2.14 6.2.13 6.2.5 6.3.7 6.1.25 6.1.25 6.2.5 6.1.29 6.1.25 6.2.13 
 豊島教 北教 荒川教 板橋教 練馬教 足立教 江戸川教 

  6.2.15 6.2.15 5.5.2 6.2.5 6.2.14 6.1.31 6.1.25 6.1.31 

        
⑸ 時間単価規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(5)-1     

 職員の勤務一時間当たりの給与額の算出基礎に関する

規則 

①算出基礎となる手当の規定整備〔中央、目黒、渋谷、

中野、杉並〕  

   ②文言整理〔中野、杉並〕 

 区 名 中央 目黒 渋谷 中野 杉並 
 

 年.月.日 6.3.28 6.3.18 6.3.14 6.3.25 6.3.15 

 

⑹ 通勤手当規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(6)     

 職員の通勤手当に関する規則 ①パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備〔港、江東、杉並、杉並教〕    

   ②文言整理〔江東〕 

 区 名 港 江東 杉並 杉並教 
  年.月.日 5.6.26 5.10.25 5.6.19 5.6.19 
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⑺ 住居手当規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(7)     

 ①職員の住居手当に関する規則 ①パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備  ②幼稚園教育職員の住居手当に関する規則 

   ②電算システム導入に伴う規定整備〔千代田、千代田

教〕    
   ③住居手当の様式に関する規定整備〔目黒教〕 
   ④文言整理〔港、台東、葛飾、江戸川、港教、台東教、

江戸川教〕    
   ⑤様式変更〔千代田、台東、江東、目黒、渋谷、江東

教、渋谷教〕    

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 
 年.月.日 5.12.25 6.3.13 5.6.30 5.6.26 5.6.16 5.8.31 5.6.28 5.9.29 5.10.25 
 品川 目黒 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 
 5.7.12 5.9.28 5.9.26 5.6.22 5.6.19 5.7.12 5.6.19 5.7.6 5.6.19 5.10.24 
 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 千代田教 中央教 港教 新宿教 
 5.6.26 5.6.27 5.6.28 5.6.22 5.6.28 6.3.13 6.3.26 5.6.21 5.6.29 5.7.12 
 文京教 台東教 墨田教 江東教 品川教 目黒教 世田谷教 渋谷教 中野教 杉並教 
 5.9.15 5.6.2 5.9.27 5.10.25 5.7.12 5.9.22 5.6.22 5.6.21 5.7.14 5.6.19 
 豊島教 北教 荒川教 板橋教 練馬教 葛飾教 江戸川教 

  5.7.6 5.7.6 5.10.24 5.6.26 5.6.20 5.6.21 5.6.28 

 

⑻ 宿日直手当支給規程＜承認事項＞       
 規 程 名 内 容 

 3-(8)-1     

 宿日直手当支給規程 ①支給額の改定〔中央、世田谷、渋谷、北、足立、墨

田教〕    
   ②支給対象となる業務がないことによる区分の廃止〔墨

田〕    

 区 名 中央 墨田 世田谷 渋谷 北 足立 墨田教 
  年.月.日 6.3.28 6.3.13 6.3.28 6.3.14 6.3.25 5.12.20 5.5.12 6.1.11 

 

⑼ 単身赴任手当規則＜承認事項＞       
 規 則 名 内 容 

 3-(9)     

 職員の単身赴任手当に関する規則 ①パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取

扱いとする規定整備    

   ②文言整理〔江東、目黒、中野〕 
   ③様式変更〔千代田、中央、港、文京、江東、品川、

目黒、大田、世田谷、渋谷、中野、杉並、板橋、練

馬、足立〕 

   
   

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 
 年.月.日 6.3.13 5.6.30 5.6.26 5.6.16 5.8.31 5.6.28 5.9.29 5.10.25 5.7.12 
 目黒 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 
 5.9.28 5.9.26 5.6.22 5.6.19 5.7.12 5.6.19 5.7.6 5.6.19 5.10.24 5.6.26 
 練馬 足立 葛飾 江戸川 

  5.6.27 5.6.28 5.6.22 5.6.28 
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⑽ 期末手当規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(10)     

 職員の期末手当に関する規則 ①自己啓発等休業制度導入に伴う規定整備〔荒川〕 
   ②職種「福祉」職務名「保育教諭」の設置に伴う規定

整備〔江東、世田谷、荒川〕    

   ③文言整理〔墨田〕 

 区 名 墨田 江東 世田谷 荒川 
  年.月.日 5.11.29 6.3.15 5.12.19 5.12.7 

 

⑾ 勤勉手当規則＜承認事項＞        
 規 則 名 内 容 

 3-(11)     

 職員の勤勉手当に関する規則 ①勤勉手当の支給月数の改正に伴う規定整備 
   ②自己啓発等休業制度導入に伴う規定整備〔荒川〕 
 

 
③文言整理〔墨田、品川教〕 

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 
 年.月.日 5.11.30 6.3.29 5.12.1 5.11.30 6.3.26 5.12.8 5.11.29 6.3.15 5.11.30 
 墨田 江東 品川 目黒 大田 世田谷 
 5.11.29 5.11.29 6.3.15 5.11.30 6.3.25 5.11.30 6.3.18 5.11.30 6.3.19 5.11.30 
 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 
 5.12.19 5.11.27 6.3.14 5.11.29 5.12.11 6.3.7 5.11.24 6.2.21 5.12.5 5.12.7 
 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 千代田教 中央教 港教 
 5.11.30 5.12.7 6.3.13 5.12.5 5.11.27 5.11.27 5.12.6 5.11.30 5.11.30 6.3.13 
 新宿教 文京教 台東教 墨田教 江東教 品川教 
 5.12.8 5.11.29 6.3.13 5.11.30 6.1.9 5.11.29 6.1.11 5.11.30 6.3.19 5.11.30 
 品川教 目黒教 世田谷教 渋谷教 中野教 杉並教 豊島教 
 6.3.26 5.11.29 6.3.13 5.11.30 5.12.7 6.3.27 5.11.29 5.12.8 6.3.7 5.11.24 
 豊島教 北教 荒川教 板橋教 練馬教 葛飾教 江戸川教 

  6.3.6 5.12.5 6.3.1 5.12.7 5.11.29 5.12.4 6.3.14 5.11.27 5.11.24 

 

⑿ 成績率運用基準＜承認事項＞       
 基 準 名 内 容 

 3-(12)-1     

 ①管理職員以外の職員に関する成績率の運用に関する

基準 
①会計年度任用職員の勤勉手当の支給に伴う規定整   

 備  

 ②管理職員以外の幼稚園教育職員の成績率の運用に関

する基準 
②臨時的任用職員について、成績段階を中位とし、一

律拠出割合を適用しないこととする規定整備〔練馬〕  
 

 
③文言整理〔板橋〕    

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 
 年.月.日 6.3.29 6.3.28 6.3.27 6.3.21 6.3.19 5.12.13 6.3.29 6.3.15 6.3.27 
 目黒 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 

 5.12.12 6.3.26 5.12.26 6.3.14 6.3.28 6.3.13 6.3.27 6.3.1 5.12.7 6.3.27 
 練馬 足立 葛飾 江戸川 千代田教 中央教 港教 新宿教 文京教 台東教 

 6.3.13 5.12.26 6.3.7 6.3.25 6.3.13 6.3.18 6.3.15 6.3.21 6.3.27 6.1.9 
 墨田教 江東教 品川教 目黒教 世田谷教 渋谷教 中野教 杉並教 豊島教 北教 
 5.12.14 6.3.28 6.3.28 6.3.13 6.3.28 6.3.29 6.3.27 6.3.13 6.3.6 6.3.1 
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 荒川教 板橋教 練馬教 葛飾教 江戸川教 
  5.12.7 6.3.27 6.3.14 6.2.15 6.3.13 

 
 基 準 名 内 容 

 3-(12)-2     

 会計年度任用職員に関する成績率の運用に関する基準 勤勉手当の支給に伴う規定整備〔世田谷以外〕 
        

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 

 年.月.日 6.3.29 6.3.28 6.3.27 6.3.21 6.3.19 5.12.13 6.3.28 6.2.13 6.3.15 

 品川 目黒 大田 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 

 6.3.27 6.3.19 6.3.19 6.3.14 6.3.28 6.3.13 6.3.27 6.3.1 5.12.7 6.3.29 

 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川 港教 杉並教 
  6.3.27 6.3.25 6.3.28 6.3.7 6.3.25 6.3.18 6.3.13 

 

⒀ 高齢者部休規則＜承認事項＞       
 規 則 名 内 容 

 3-(13)     

 職員の高齢者部分休業に関する条例施行規則 ①高齢者部分休業導入に伴う規定整備〔新宿、文京、

台東、江東、品川、目黒、中野、杉並、豊島、北、

板橋、葛飾〕 

   

   

   ②高齢者部分休業について、部分休業、介護時間又は

育児時間を取得する場合に、取得時間に関する調整

規定を設けるための規定整備〔新宿、台東、大田、

豊島、北、板橋、練馬、葛飾〕 

   
   
   
   ③上限の規定整備〔新宿、文京、台東、江東、目黒、

中野、豊島、葛飾〕    
   

   
  ④その他休暇等と併用して１日勤務しないことは不可

とする規定整備〔文京、台東、江東、品川、目黒、

豊島、北、板橋〕 

   
   

  
   

   
  

   
   

  ⑤始期等を４月１日とする規定整備〔文京、目黒、杉

並、豊島〕    
   

  
   

   
  ⑥電算システム導入に伴う規定整備〔渋谷〕 

 区 名 新宿 文京 台東 江東 品川 目黒 大田 渋谷 中野 
 年.月.日 5.11.22 6.3.29 5.10.19 5.10.25 5.7.12 6.1.16 5.9.26 5.7.19 5.12.25 
 杉並 豊島 北 板橋 練馬 葛飾 

  5.6.26 5.10.26 5.9.19 5.12.15 5.7.26 5.10.19 

 

⒁ 給与制度の見直しに伴う基準等の改正等＜承認事項＞     
 基 準 名 内 容 

 3-(14)-1     

 昇給の抑制に関する基準 職種「福祉」職務名「保育教諭」の設置に伴う規定整

備〔北、荒川〕    

 区 名 北 荒川 
 

 年.月.日 6.3.1 5.12.7 
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 基 準 名 内 容 

 3-(14)-2     

 昇給に関する基準 ①係長等の面積率改定に伴う規定整備〔港〕 
   ②令和５年度に限り面積率を改める規定整備〔目黒教〕 

 区 名 港 目黒教 
 

 年.月.日 6.3.26 5.4.27 

 
 基 準 名 内 容 

 3-(14)-3     

 法務及び会計の職種に採用された者等の給料決定に関

する基準 

法務及び会計の職種に採用された者等の給料決定につ

いて別段の定めを設ける規定整備〔品川〕  

 区 名 品川 
 

 年.月.日 6.1.30 

 
 基 準 名 内 容 

 3-(14)-4     

 給与制度の改正に伴う現給保障を受けている職員等が

昇格又は転職等をした場合における号給決定に関する

基準 

転職時対応額表（別表）を改める規定整備 
        
        

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 

 年.月.日 5.12.25 5.12.1 5.12.11 5.12.14 5.11.29 5.12.13 5.12.8 5.12.19 5.11.29 

 目黒 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 

 5.12.5 6.3.26 5.12.26 5.11.27 5.11.30 5.12.11 5.11.24 5.12.5 5.12.7 5.11.30 

 練馬 足立 葛飾 江戸川 
  5.12.7 5.12.26 6.2.27 6.3.25 

 

⒂ その他規則等＜承認事項・協議事項＞ 
     

 規 則 名 内 容 

 3-(15)-1     

 職員の自己啓発等休業に関する規則 ①自己啓発等休業制度導入に伴う規定整備〔荒川、板

橋〕    

   ②申請期日を各区の定める日までとする規定整備〔板

橋〕    

 区 名 荒川 板橋 
  年.月.日 5.12.7 5.12.15 

 
 規 則 名 内 容 

 3-(15)-2     

 幼稚園教育職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規

則 
自己啓発等休業制度導入に伴う規定整備〔荒川教〕 

        

 区 名 荒川教 
 

 年.月.日 5.12.7 
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 規 則 名 内 容 

 3-(15)-3     

 職員の災害派遣手当に関する規則 文言整理〔品川以外〕    

 区 名 千代田 中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 目黒 

 年.月.日 5.12.5 5.12.1 5.9.20 5.10.17 5.8.31 5.10.25 5.11.29 5.11.29 5.9.28 

 大田 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 練馬 

 5.9.26 5.11.30 5.11.27 5.10.23 5.12.11 6.2.21 5.9.19 5.10.24 5.11.30 5.12.7 

 足立 葛飾 江戸川 
  5.10.20 5.9.14 5.11.27 

  
 規 則 名 内 容 

 3-(15)-4     

 職員の管理職手当に関する規則 文言整理〔墨田〕 

 区 名 墨田 
 

 年.月.日 5.11.29 

 
 件  名 内 容 

 3-(15)-5     

 職員の正規の勤務時間の別の定めに係る承認申請につ

いて 
定年引上げに伴う規定整備〔品川〕 

        

 区 名 品川 
 

 年.月.日 5.4.1 

 
 件  名 内 容 

 3-(15)-6     

 ４週間ごとの期間につき８日以上の週休日を設けるこ

とが困難な場合における週休日の設定に係る承認申請

について 

定年引上げに伴う規定整備〔品川〕 
        
        

 区 名 品川 
 

 年.月.日 5.4.1 

 
 規 則 名 内 容 

 3-(15)-7     

 職員の配偶者同行休業に関する条例施行規則 ①配偶者同行休業の取得等に伴う任期付の採用及び

臨時的任用制度の導入に伴う規定整備〔台東、江東、

板橋〕 

  

   
   ②電算システム導入に伴う規定整備〔渋谷〕 
   ③文言整理〔台東〕 
   ④様式変更〔台東〕 

 区 名 台東 江東 渋谷 板橋 
  年.月.日 6.3.15 6.3.29 5.7.19 6.3.6 
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⒃ 学校教育職員関係＜承認事項＞       
 規 則 名 等 内 容 

 3-(16)     

 ①学校教育職員の給料の調整額に関する規則 ①都費負担教育職員との均衡を図るための規定整備

〔品川教、杉並教〕  ②学校教育職員の住居手当に関する規則 

 ③学校教育職員の通勤手当に関する規則 ②パートナーシップ関係の相手方等を配偶者等と同等

の取扱いとする規定整備〔品川教、杉並教〕  ④学校教育職員の単身赴任手当に関する規則 

 ⑤学校教育職員の勤勉手当に関する規則 ③勤勉手当の支給月数の改正に伴う規定整備〔品川

教、中野教、杉並教〕  ⑥管理職員以外の学校教育職員の成績率の運用に関

する基準  ④会計年度任用職員の勤勉手当の支給に伴う規定整

備〔品川教、中野教、杉並教〕   

        ⑤文言整理〔品川教〕    

 区 名 品川教 中野教 杉並教 

 年.月.日 5.7.12 5.11.30 5.12.12 6.3.26 6.3.28 5.11.29 6.3.27 5.6.19 5.12.8 

 杉並教 
  6.3.7 6.3.13 

 

４ 人事委員会規則の改正 
 件 名 内 容 

 職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 パートナーシップ関係の定義の文言修正 
 年.月.日 5.5.29                 

           

 件 名 内 容 

 
職員の旅費に関する条例第２条第３項等による旅費規

則の一部を改正する規則 

パートナーシップ関係の定義の文言修正 

           

 年.月.日 5.5.29                 
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